
平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２４４ 

要  望  内  容 回     答 

 

八 災害に強く，安心して住み続けられるまちづくりを 

◆災害に強いまちづくりを 

２４４ 「京都市建築物耐震改修促進計画」の２０１５

年度末，耐震化率９０％を達成すること。京都型耐震

リフォーム支援事業は予算と補助額を大幅に拡充する

こと。木造住宅及び京町家耐震改修支援事業など，他

の耐震改修支援事業についても予算の拡充をはかるこ

と。 

 

 

 

○ 京都市建築物耐震改修促進計画に基づき，平成２４年度から平成２７年度までの

４年間を「耐震化重点期間」と位置付けて，市民，事業者，行政が一体となって住

宅・建築物の耐震化に取り組んでいるところです。平成２６年度においては，まち

の匠の知恵をいかした京都型耐震リフォーム支援事業の運用改善や，耐震診断が義

務化された不特定多数の者が利用する大規模建築物の耐震改修計画・耐震改修の補

助制度を創設するなど，更なる取組の充実を図ったところです。計画の最終年度と

なる平成２７年度についても，引き続き，市民の耐震化への取組を支援していきま

す。 

 

○ 今後も関係局の連携の下，京都市建築物耐震改修促進計画庁内連絡会議を定期的

に開催し，耐震化に関する認識及び課題の共有等を行うとともに，公民一体となっ

た耐震ネットワークによる市民等への普及啓発等の取組を強力に推進し，次期計画

を策定するなど，地震災害に強い安心安全なまちづくりに努めてまいります。 

 

（平成２７年度予算額） 

 ・住宅の耐震化対策の強化            ３８８，７０３千円【充実】 

 ・分譲マンション耐震診断・耐震改修計画作成助成事業 

                     １０，０００千円，債務負担 

 ・特定既存耐震不適格建築物の耐震化対策事業 

                     ２５，０００千円，債務負担 

 ・既存耐震不適格建築物の緊急耐震化対策 

                    ３０７，１４５千円，債務負担 

 ・修学旅行生が利用するホテル，旅館の耐震化対策 

                     ２３，０００千円，債務負担【充実】 

 ・次期京都市建築物耐震改修促進計画の策定     １４，８００千円【充実】 

 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２４５ 

要  望  内  容 回     答 

 

２４５ 耐震化の必要な重要橋梁９２橋の内，耐震改修

の計画がない３０橋については，早急に改修計画を立

てること。９２橋以外の橋梁についても，耐震化と必

要な老朽対策を早急に進めること。 

 

○ 阪神・淡路大震災を契機に，平成７年度から緊急輸送道路上の１５ｍ以上の橋り

ょう及び跨線・跨道橋９２橋を都市防災上重要な橋りょうと位置付け，耐震補強工

事を実施し，これまでに４０橋が完了しております。 

 

○ 残る５２橋のうち，他都市からの支援ルートとなる道路や市内幹線道路上の橋り

ょうなど２２橋については，平成２３年３月に発生した東日本大震災を踏まえ，平

成２３年１２月に策定した「いのちを守る 橋りょう健全化プログラム」（第１期

プログラム：平成２４～２８年度）に基づき，優先して耐震補強を進めているとこ

ろです。残る３０橋については，５年ごとのプログラム見直し時に具体的な取組目

標を定めてまいります。また，老朽化修繕については，早急に修繕を行う必要があ

る３７橋を優先し，進めてまいります。 

 

（平成２６年度２月補正予算額） 

 ・耐震補強         ２５０，０００千円 

 

（平成２７年度予算額） 

 ・耐震補強，老朽化修繕 ４，０８７，３２２千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成２３年１２月 「いのちを守る 橋りょう健全化プログラム」の策定 

 平成２４年度～  「いのちを守る 橋りょう健全化プログラム」第１期プログラ 

          ムの推進（平成２８年度まで） 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２４６ 

要  望  内  容 回     答 

 

２４６ 吊り天井については，国の改正された施行令に

基づき，既存建築物についても早急に落下防止対策を

指導し，改善すること。 

 

○ 吊り天井に係る基準については，平成２５年７月１２日に公布された改正建築基

準法施行規則によって明確化され，同規則が平成２６年４月１日に施行されまし

た。これに伴い，定期報告の際に，現行基準に基づく状況把握や指導を行うととも

に，事故防止に係る周知啓発を行っているところです。 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２４７ 

要  望  内  容 回     答 

 

２４７ トンネルの安全対策については，点検・調査に

もとづき，早期に改修を行うこと。点検を検証できる

専門技術職員の育成や採用をすすめること。 

 

○ 本市では，平成２４年度に発生した笹子トンネルの事故を受け，市内全１８トン

ネルのうち，平成２５年１２月に開通した京北トンネルを除く，１７トンネルの点

検を実施しました。 

 

○ 平成２６年度は，早急に修繕が必要な箇所について詳細設計を実施しておりま

す。また，点検・調査結果に基づく修繕計画を策定し，平成２７年度から，この計

画に基づいて，順次修繕工事等を実施してまいります。 

 

○ また，点検を検証できる技術職員を育成するため，平成２６年度に近畿地方整備

局主催研修へ職員を派遣しました。今後も，トンネルの点検・調査等に関する研修

の実施及び業務を通じた技術的知見の継承により，職員の技術力の向上を図ってま

いります。 

 

（平成２７年度予算額） 

・トンネル点検    ２４，１００千円 

・詳細設計      １３，５００千円 

・トンネル修繕工事 １１１，２００千円 

  



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２４８ 

要  望  内  容 回     答 

 

２４８ 液状化危険地域対策を早期に具体化すること。 

 

○ 「京都市第３次地震被害想定（平成１５年１０月策定）」において，京滋の８つ

の活断層による内陸型地震や南海トラフ地震（当時は東南海・南海地震を想定）が

発生した場合における京都市域の液状化危険度を一定の手法に基づき判定し，策定

した９つの地震ごとの「液状化危険度分布図（市全域図）」を本市ホームページに

おいて公開しております。 

 

○ また，都市計画法に基づく開発許可制度においては，現在，国において液状化に

関する明確な許可基準等が示されていませんが，窓口での相談時等に，開発（予

定）箇所が，「液状化危険度分布図（市全域図）」等で確認した液状化のおそれの

ある箇所である場合は，液状化対策について検討するよう，チラシなどにより指導

に努めております。 

 

○ また，東日本大震災での課題を踏まえ，これまで進めてきた京都市の防災対策事

業の成果と課題を検証し，今後の取組方向を明らかにするため，平成２３年６月に

設置した京都市防災対策総点検委員会の最終報告書において，本市域で液状化の危

険度の高い地域等の調査・分析等の推進や，ライフライン対策などの効果的施策の

検討・推進に今後取り組むべきとされており，検討を行ってまいります。 

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成１５年１０月 京都市第３次地震被害想定の策定 

          （液状化危険度分布図（市全域図）を策定） 

 平成２３年１２月 京都市防災対策総点検委員会の最終報告 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２４９ 

要  望  内  容 回     答 

 

２４９ 宅地の地すべり危険地域対策を一層強化するこ

と。 

 

○ 宅地の地すべり危険地域対策については，大規模盛土造成地対策として，第一次

調査（盛土の位置及び箇所数を把握するための調査）の結果を踏まえ，大規模盛

土造成地マップ及び解説リーフレットを作成・公表し，市民の皆様への周知に努

めているところです。 

 

○ また，現在，第二次調査（現地調査・安定計算等）の実施計画及び想定される対

策工事の概要について検討を進めており，併せて第二次調査の実施に必要となる

住民との合意形成手法について課題整理を行っております。 

 

○ 今後，他の自治体の状況を把握し，第二次調査以降の事業実施に伴う諸課題の整

理と解決策を検討するなど，第二次調査の早期実施に向けた準備を行うととも

に，国に対して事業実施に係る統一基準の策定を求めてまいります。 

 

（平成２７年度予算額） 

 ・大規模盛土造成地調査 ８９１千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成２４年３月  大規模盛土造成地第一次調査の着手 

 平成２５年１月  調査結果を大規模盛土造成地マップとして公表 

          解説リーフレットの配布 

      ５月  第二次調査実施計画の策定作業に着手 

 平成２６年７月～ 引き続き第二次調査実施計画の策定及び住民との合意形成に係 

          る課題整理 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２５０ 

要  望  内  容 回     答 

 

２５０ 既存の公園の防災機能を強化すること。 

 

○ 既存の公園については，地域からの要望を踏まえ，かまどベンチ，防災ベンチ，

マンホールトイレ等の防災設備を必要に応じて整備するなど，老朽化した公園の再

整備と合わせて，災害時の避難場所として活用できるよう防災機能の強化を図って

おります。今後も，引き続き，災害時に備えて，防災機能の強化に努めてまいりま

す。 

 

（平成２７年度予算額） 

 ・公共施設整備費（再整備） ２７０，３３６千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

 ＜平成１８年度以降に防災設備を整備した公園（平成２５年度末まで）＞ 

  かまどベンチ   ２８公園（３３基） 

  防災ベンチ     ５公園（ ８基） 

  マンホールトイレ １９公園（７３基） 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２５１ 

要  望  内  容 回     答 

 

２５１ 元小・中学校の耐震化を早急に実施すること。

統合対象校についても耐震化を実施すること。すべて

の高校の耐震改修計画を作成し早急に実施すること。

非構造部材の総点検については早期に完了し，対策を

講じること。 

 

○ 学校統合等に伴う閉校施設の耐震化については，平成２５年度までに実施してい

る耐震診断の結果や学校跡地活用の進捗状況等を踏まえ，必要な対応を検討してま

いります。 

 

○ 高校の耐震化については，「新しい工業高校」の整備を進めていく中で，引き続

き，必要な対応を検討してまいります。 

 

○ 学校施設の天井や壁，照明器具などの非構造部材の耐震化については,教職員に

よる日常的な点検や専門家による法定点検の結果を踏まえ,つり天井については平

成２７年度中に撤去するなど，耐震化を図る予定であり，今後とも，必要度・緊急

度に応じて,限られた予算を効率的・計画的に執行する中で取り組んでまいりま

す。 

 

（平成２７年度予算額） 

・学校施設の非構造部材等耐震化推進事業  ５０，０００千円 

 ・つり天井脱落防止対策事業       ５９１，３００千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成２５年度   元立誠小・元有隣小・元安寧小の体育館・講堂に係る耐震補強 

          設計を実施 

 平成２６年度   活用の見込みがある施設（元春日小・元貞教小）以外の体育 

          館・講堂について，非構造部材の専門家による点検を実施 

 平成２６年１１月 元聚楽小（全棟）の耐震補強工事完了 

 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２５２ 

要  望  内  容 回     答 

 

２５２ 「京都市水共生プラン」を条例化し，全庁的な

とりくみを強めること。 

 

○ 「京都市水共生プラン」の推進に向けた全庁的な取組としては，「京都市水共生

プラン推進会議」を毎年度開催し，行動計画の策定及び本市公共事業における雨水

流出抑制施設の整備促進を図っております。平成２３年度からは，京都が水に関す

る市民意識の高いまちとなることを目指し，次世代を担う子供たちに，水共生学習

会を開催しており，更なる啓発に努めております。 

  今後とも，全庁的な取組を進めるとともに，市民や事業者と連携しながら「京都

市水共生プラン」の啓発・普及を図ってまいります。 

 

○ 「京都市水共生プラン」の条例化については，雨水流出抑制対策を進めるに当た

って，市民や事業者との連携の在り方等の課題があるため，慎重に検討を進めてま

いります。 

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成１６年 ３月 「京都市水共生プラン」策定 

 平成１７年 ４月 「京都市雨水流出抑制対策実施要綱・細目」施行 

       ８月 「京都市水共生プラン行動計画」策定（※以降毎年度策定） 

      １０月 「京都市雨水流出抑制施設設置技術基準」施行 

 平成２０年 ３月 「京都市水共生プラン（概要版）リーフレット」発行 

 平成２３年度～  水共生学習会等を開催 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２５３ 

要  望  内  容 回     答 

 

２５３ 地下街，地下鉄および地下鉄駅への浸水対策

を，全庁的体制で行うこと。 

 

○ 地下街，地下鉄駅等の地下施設については，平成２５年度の水防法改正により，

これまでの避難確保計画の作成に加え，浸水防止計画の作成，自衛水防組織の設置

及び訓練の実施が義務化されました。 

  そのため，該当する地下街等（ゼスト御池，ポルタ等の地下街及びそれに隣接す

る地階を有するビル，地階部分が地下通路で連結されているビル，地下鉄駅，自転

車駐輪場等）の関係者に対する法改正等の趣旨説明を近畿地方整備局と合同で行

い，浸水防止計画の作成，自衛水防組織の早期の設置，定期的な水防訓練の実施に

ついて要請を行いました。 

 

○ また，集中豪雨や台風等により浸水が発生するおそれのあるときは，多メディア

一斉送信システムを活用して，固定電話，電子メール及びＦＡＸで，気象警報，洪

水予報及び避難情報を地下街等の関係者に伝達し，迅速な避難を促すなど，浸水時

の被害を防ぐ対策を行っており，今後も継続してまいります。 

 

○ 地下鉄におきましては，浸水時の対応マニュアルとして，「大雨・洪水警報発表

時の取扱い」等を定め，定期教育訓練において，土のうの取扱訓練を行うなど，駅

係員が適切に対応できるよう努めております。 

  また，地下鉄各駅での浸水防止対策として，出入口を前面の歩道より高くすると

ともに，浸水が避けられなくなった場合は，各駅に備え付けている土のうを出入口

に積むこととしているほか，出入口周辺の地形や出入口の構造によって，洪水時に

水深が高くなると想定される六地蔵駅の全出入口並びに京都駅，石田駅及び太秦天

神川駅の一部出入口には，浸水を防止するため止水板を設置しています。 

  さらに，平成２７年度におきましては，ゲリラ豪雨等，昨今の想定を超えた災害

の発生状況を踏まえ，河川に近接する三条京阪駅の全出入口（２箇所）について

も，国の新たな補助制度を活用して止水板を設置し，浸水対策を強化いたします。 

  今後とも，地下鉄駅における浸水防止対策の在り方について，隣接する地下街等

の施設管理者とも協議しながら検討してまいります。 

 

（次ページに続く） 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２５３ 

要  望  内  容 回     答 

○ 公共下水道事業については，浸水発生時に重大な被害が予想される地下街等にお

いて，雨水幹線等の整備により，重点的に浸水被害の最小化を図ってまいります。 

 

（平成２７年度予算額） 

 ・三条京阪駅への止水板設置     １１，１７６千円【新規】 

 ・公共下水道事業（浸水対策） ４，２０９，０００千円 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２５４ 

要  望  内  容 回     答 

 

２５４ 消防職員８０人の削減計画は撤回すること。 

 

○ 本市は，市域が広大で，文化財や木造家屋が多いといった都市特性があり，この

特性を踏まえた職員配置の経過から，本市の人口当たりの消防職員数が他の政令指

定都市と比較して多い状況となっております。 

  年々増加する救急要請への対応や，近年の集中豪雨など，多様化する災害への対

応が必要となる一方，耐火建物の増加や内装材の不燃化，住宅用火災警報器の普及

など，火災を初期段階で覚知する頻度が増加していることから，火災をより早期に

消火するための戦術の見直しに取り組んでいるところです。今後も，市民サービス

や消防力を低下させないことを前提に，人員配置の効率化に努めてまいります。 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２５５ 

要  望  内  容 回     答 

 

２５５ 消防車，消防職員，消防団など人員と装備の両

面で増強すること。 

 

○ 近年の水災害を教訓として，消防活動総合センター内に水災害対応訓練施設を設

置するとともに，都市型水害対策車両を整備し，更なる水災害対応力の強化を図っ

てまいります。 

 

○ また，四条消防出張所を京都市立病院敷地内に移転整備して，高度救急救護車を

配置するなど，集団救急事故や増加する救急需要に対応してまいります。 

 

○ 消防団については，消防団員募集ポスターやホームページによる情報発信に努め

るほか，報酬制度の創設，消防団員が高等学校に出向いて消防団の活動体験を中心

とした防災教育を行う「消防団防災ハイスクール」事業の開始，「消防団充実強化

実行チーム」による取組等，様々な手法により団員確保に努めるとともに，消防団

の活動に則した装備の増強に努めてまいります。 

 

（平成２７年度予算額） 

・水災害対策の充実強化        １５０，５００千円【新規】 

・四条消防出張所移転整備        ６８，０００千円【新規】 

・消防自動車整備           ２５６，５００千円 

・消防救急無線デジタル化整備     ８２５，０００千円 

 ・消防団報酬制度の創設        １７０，０００千円【新規】 

 ・消防団手当             １６２，０００千円 

 ・消防団管理             ３０９，４００千円 

 ・消防団防災ハイスクール         １，０００千円【新規】 

 ・消防団１００人委員会Ｕ－３５の推進   １，０００千円 

 ・消防団車両装備             ６，５００千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

 ＜消防・救急体制＞ 

  平成２４年 ４月 東寺消防出張所に救急隊を新たに配置 

（次ページに続く） 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２５５ 

要  望  内  容 回     答 

  平成２４年１１月 上京消防署及び東山消防署に速消小型水槽車を新たに配置 

  平成２５年 ４月 寺町消防出張所に救急隊を新たに配置 

        ９月 東寺消防出張所を京都駅八条口西側（京都駅西消防出張所） 

           に移転 

       １０月 中京消防署，下京消防署及び右京消防署に速消小型水槽車を 

           新たに配置 

  平成２６年 ４月 京北消防ヘリポートの運用を開始 

       １０月 大塚消防出張所に救急隊を新たに配置 

 

 ＜消防団＞ 

  平成２４年１２月 全ての団本部及び分団にバルーン型照明設備を配置 

  平成２６年 ４月 退職報償金の引上げ（一律５万円増） 

           消防団充実強化実行チームを結成 

        ６月 全団員へのライフジャケットの配備完了 

       １０月 広報チーム：消防団フェイスブックを開設 

       １１月 交流チーム：第１回京都市消防団フェスタを開催 

 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２５６ 

要  望  内  容 回     答 

 

２５６ 消防職員の休憩設備の充実など，労働条件の改

善をはかること。 

 

○ 消防職員の勤務環境については，仮眠室の個室化，複数便器を有する署所の便器

の一部を洋式化，その他女性消防吏員用の浴室整備を完了しています。また，平成

２６年度から，便器が洋式化されていない消防出張所の便器について，順次洋式化

を進めており，平成２７年度も引き続き，消防職員の勤務環境の改善に努めてまい

ります。 

 

（平成２７年度予算額） 

 ・消防署所整備 １８４，０００千円 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２５７ 

要  望  内  容 回     答 

 

２５７ 消防団員の報酬制度導入にあたっては，団員の

声を反映すること。処遇改善にいっそう努めること。

また，水防団員の処遇改善をすすめること。 

 

○ 平成２７年度からの報酬制度導入については，予算編成前から消防団長会議，分

団長会議等を通じてその内容に関する情報を消防団に提供し，丁寧に説明してまい

りました。今後も消防団員の声を反映した処遇の改善に努めてまいります。 

 

○ 水防団について，本市では，近隣市町と一部事務組合を設立し，水防事業を実施

しております。水防団員の出勤手当の引上げ等の処遇改善については，経済動向等

を勘案し，検討してまいります。 

  なお，水防団員が水防活動に従事する際に必要な救命胴衣については，平成２５

年度に，全団員に対して配備を完了しました。 

 

（平成２７年度予算額） 

・消防団報酬制度の創設 １７０，０００千円【新規】 

・消防団手当      １６２，０００千円 

・消防団退職報償金    ９３，１２６千円 

・消防団給貸与品費    ６０，５００千円 

・消防団装備品整備    １２，７０９千円 

 ・水防事務組合負担金   １４，７６９千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

 ＜消防団＞ 

  平成２２年度 半袖活動服及び新型防寒衣の導入 

         普通救命講習実施時の手当を新設 

  平成２４年度 新型雨衣の導入 

  平成２６年度 退職報償金の引上げ（一律５万円増） 

         ライフジャケットの全消防団員への配備完了 

 

 

 

（次ページに続く） 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２５７ 

要  望  内  容 回     答 

 ＜水防事務組合＞ 

  澱川右岸水防事務組合，桂川・小畑川水防事務組合においては，毎年３月に水防

定例会（予算議会），５月に合同水防訓練，７月に水防協議会，１１月に水防定例

会（決算議会）及び水防研修会を実施しています。 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２５８ 

要  望  内  容 回     答 

 

◆安心して住み続けられるまちづくりを 

２５８ 空き家対策については，地域や民間の協力を得

つつも，行政が中心となった取り組みとすること。危

険家屋の解体については，密集市街地対策に限定せ

ず，補助制度を創設すること。 

 

 

○ 本市では，空き家対策に取り組むうえでの方針を示した「総合的な空き家対策の

取組方針」を平成２５年７月に策定するとともに，平成２５年１２月には「京都市

空き家の活用，適正管理等に関する条例」を制定しました。 

 

○ 平成２６年度は，同条例に基づき，「空き家の発生の予防」「活用・流通の促

進」「適正管理」「跡地活用」の空き家対策を総合的に推進するため，庁内体制の

整備を図るとともに，官民連携による総合的なコンサルティング体制の整備，商店

街振興，観光振興，留学生や芸術家の住まい等のまち再生や地域活性化に資する空

き家の活用を促進するための取組等を実施しています。 

 

○ また，地域の防災性の向上を図るため，密集市街地のほか細街路に面する老朽化

した木造建築物を対象として，除却に対する補助制度を実施するなど，密集市街

地・細街路対策と連携を図りながら，まち再生の取組を一体的に進めているところ

です。 

 

○ 平成２７年度は，これまでの取組を着実に推進するとともに，より効果的な普及

啓発の実施，事業者と投資家をインターネット上で結びつけ，多数の投資家から少

額ずつ資金を集める「クラウドファンディング」の仕組みを活用した京町家の空き

家活用事業に対する支援など，施策の更なる充実を図ってまいります。 

 

（平成２７年度予算額） 

 ・空き家対策推進事業 １７０，２５０千円【充実】 

  ＜内訳＞ 

   空き家に関する普及・啓発 

   官民連携による総合的なコンサルティング体制の整備 

   地域連携型空き家流通促進事業の拡充 

 

（次ページに続く） 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２５８ 

要  望  内  容 回     答 

   空き家活用促進制度の実施 

   （空き家の活用・流通支援等補助金，「空き家活用×まちづくり」モデル・プ 

   ロジェクト事業，京町家まちづくりクラウドファンディング活用事業の実施） 

   条例に基づく指導・勧告・命令，緊急安全措置等の適正管理対策 

 

（経過・これまでの取組等） 

 ＜空き家対策の推進＞ 

  平成２４年度   京都市空き家対策検討委員会での検討 

  平成２５年 ４月 空き家対策推進プロジェクトチームの設置 

        ７月 「総合的な空き家対策の取組方針」の策定 

  平成２６年 ４月 区役所に通報窓口を設置 

           地域の空き家相談員の登録（７３名） 

        ６月 空き家活用・流通支援等補助金の創設 

        ７月 京都市「空き家活用×まちづくり」モデル・プロジェクト補 

           助金の創設 

        ９月 専門家派遣制度の実施 

 

 ＜条例に関する取組＞ 

  平成２５年 ７月 「京都市空き家の活用，適正管理等に関する条例（仮称）」 

           骨子（案）に関する市民意見募集の実施 

       １２月 「京都市空き家の活用，適正管理等に関する条例」を制定 

 

 ＜地域連携型空き家流通促進事業に関する取組＞ 

  平成２２年度   上京区春日学区，東山区六原学区で事業開始 

  平成２３年度   北区紫野学区，上京区桃薗学区，西京区福西学区で事業開始 

  平成２４年度   左京区大原学区，東山区粟田学区で事業開始 

  平成２５年度   東山区今熊野学区，西京区洛西ニュータウン 

           （新林・竹の里・境谷・福西学区）で事業開始 
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平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２５８ 

要  望  内  容 回     答 

  平成２６年度   上京区成逸学区，左京区養徳学区，左京区久多地域， 

           中京区梅屋学区，中京区銅駝学区，中京区竹間学区， 

           中京区朱一学区，中京区朱三学区，東山区有済学区， 

           下京区有隣学区，下京区修徳学区，右京区京北地域 

           で事業開始 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２５９ 

要  望  内  容 回     答 

 

２５９ 市営住宅の新規建設を行うこと。民間住宅の借

上げなど，都心部にも市営住宅を供給すること。既存

住宅の建て替えにあたっては，管理戸数を減らさない

こと。空き家整備をいっそう促進し，公募戸数を増や

すこと。 

 

○ 「京都市住宅マスタープラン」においては，公営住宅の管理戸数は現状程度に留

めることとしています。 

  また，市営住宅を長く有効に活用するため，平成２３年２月に策定した「京都市

市営住宅ストック総合活用計画」に基づき，建替えは効率性や政策効果を総合的に

勘案して最小限に抑えつつ，既存住棟の適切な維持管理と改善を進めてまいりま

す。 

 

○ 市営住宅の空き家整備については，迅速かつ効率的な空き家整 備を進め，今後

とも，公募戸数の確保に努めてまいります。 

 

（平成２６年度２月補正予算額） 

 ・市営住宅ストック総合活用事業   １３９，０００千円 

 ・市営住宅管理運営         ２７９，０００千円 

 

（平成２７年度予算額） 

 ・市営住宅ストック総合活用事業 ２，８６７，５１７千円 

 ・市営住宅管理運営       ４，１７９，８２５千円 

 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２６０ 

要  望  内  容 回     答 

 

２６０ 耐用年数をこえた畳及び浴槽など修繕費が高額

になる部分については，公私の負担区分を見直すこ

と。 

 

○ 市営住宅の修繕負担区分については，京都市市営住宅条例により，構造上重要な

部分や給水施設，排水施設，電気設備などの維持に要する部分は公費負担とし，住

宅の使用に伴い傷んだ畳やガラスの取替えなどの修繕については入居者負担として

おります。なお，平成２５年度から，入居者の負担軽減を図るため，設置後１０年

以上経過した風呂釜については，修繕負担区分を公費負担に見直したところです。 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２６１ 

要  望  内  容 回     答 

 

２６１ 市営住宅の耐震改修を早急に進めること。市営

住宅への浴室・エレベーター設置を独自の計画をもっ

て早急にすすめること。その際，入居者の負担増にな

らないようにすること。また，高齢者向け住宅の改善

を早急にすすめること。 

 

○ 耐震改修や高齢者等対応住戸改善，浴室設置，エレベーター設置等の市営住宅の

改善については，「京都市市営住宅ストック総合活用計画」に基づき進めていま

す。  

 

○ また，耐震改修とエレベーター設置等を併せて実施するなど，入居者への負担の

軽減等が見込める事業については，同時に実施します。なお，エレベーター設置等

の改善事業を実施した場合には，国の通知で定められた算出方法に基づき，改善工

事を実施した市営住宅の家賃が上昇することになります。 

 

○ 高齢者向けの住戸改善についても，高齢者等に適切な住環境を提供していくた

め，引き続き取組を進めてまいります。 

 

（平成２６年度２月補正予算額） 

 ・市営住宅ストック総合活用事業   １３９，０００千円 

 ・市営住宅管理運営         ２７９，０００千円 

 

（平成２７年度予算額） 

 ・市営住宅ストック総合活用事業 ２，８６７，５１７千円 

 ・市営住宅管理運営       ４，１７９，８２５千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

 ＜団地再生事業＞ 

  ・鈴塚市営住宅 

   平成２５年１２月～平成２７年３月 新棟増築工事 

   平成２６年 ７月～平成２７年２月 耐震改修実施設計（２,８,９号棟） 

   平成２６年１２月～平成２７年３月 １号棟除却実施設計 
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平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２６１ 

要  望  内  容 回     答 

  ・八条市営住宅 

   平成２６年 ５月～平成２７年３月 耐震改修基本設計及び実施設計（１～３ 

                    号棟，５～７号棟） 

  ・楽只市営住宅 

   平成２６年 ７月～平成２７年３月 耐震改修，エレベーター設置，浴室設置 

                    基本設計及び実施設計（１１，１２号 

                    棟） 

   平成２６年 ８月～平成２７年３月 新棟基本計画 

 

 ＜改善事業＞ 

  ・西野山市営住宅 

   平成２５年１０月～平成２７年 ６月 耐震改修（１～１２号棟）， 

                     エレベーター設置（４号棟ほか５棟） 

                     実施設計及び工事 

  ・醍醐南市営住宅 

   平成２５年１２月～平成２６年１０月 耐震改修，エレベーター設置（１～ 

                     １２号棟）基本設計及び実施設計 

  ・樫原市営住宅 

   平成２５年１２月～平成２７年 ３月 耐震改修，エレベーター設置（１～ 

                     １３号棟）基本設計及び実施設計 

  ・山ノ本市営住宅 

   平成２６年 ６月～平成２７年 ３月 浴室設置 

   平成２６年 ７月～平成２７年 ２月 耐震改修，エレベーター設置（１，２ 

                     号棟）実施設計 

 

 ＜耐震診断及び概略補強設計＞ 

  平成２６年５月～平成２７年３月 

  ・下鳥羽市営住宅，岩本市営住宅，養正市営住宅，三条市営住宅， 

   加賀屋敷市営住宅 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２６２ 

要  望  内  容 回     答 

 

２６２ 障害者向け住宅については，障害の状況に対応

できる浴室への改善をはかること。 

 

○ 障害のある方向けの市営住宅は，バリアフリーデザインに関する要綱や法律に定

めのある建築設計標準に基づき，標準的なものを整備しており，入居者の身体機能

上の制限など個別の実情に合わせたバリアフリー改善の工事については，入居者の

負担により実施していただくこととしております。 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２６３ 

要  望  内  容 回     答 

 

２６３ エレベーターのない中層住棟入居者の低層への

住み替えについては，新たな敷金を求めないこと。 

 

○ 市営住宅の住宅変更は，従前の住戸を明渡し，新たな住戸に入居していただく制

度であり，敷金は住戸ごとに入居の際に負担していただくものであるため，住み替

え前の住戸の敷金は精算し，新たな住戸の敷金の納付をお願いしております。 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２６４ 

要  望  内  容 回     答 

 

２６４ 市営住宅の利便性係数の見直しにあたっては，

市民負担増とならないようにすること。 

 

○ 今回の利便性係数の見直しは，市営住宅家賃の算定において，浴室設備の状況の

みで住戸設備の水準を表している現在の方法が適当とは言えなくなってきたこと

や，立地利便の差が家賃に反映されにくいことにより，市営住宅の入居者間や入居

者と非入居者間の公平性を損ねているため，その是正を図るために実施するもので

す。 

  なお，この見直しによって，結果的に家賃が上昇する世帯に対しては，５年間の

激変緩和措置を設け，急激な負担増にならないよう，配慮しています。 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２６５ 

要  望  内  容 回     答 

 

２６５ 分譲マンション共用部分バリアフリー改修助成

制度の助成件数を増やすこと。分譲マンションの消火

栓設備や給排水管等の改修に対する助成制度を創設す

ること。 

 

○ 分譲マンション共用部分のバリアフリー化については，管理組合が自発的にバリ

アフリー改修を行うきっかけとなるよう，より一層の事業の周知を行うとともに，

１件当たりの申請額が上限に満たない場合に，予算の範囲内で弾力的に助成件数を

増やすなど，より多くの管理組合が改修を行えるよう努めてまいります。 

 

○ 分譲マンションにおける屋内消火栓設備等の消防用設備や給排水管の改修につい

ては，所有者又は使用者で管理いただくことが原則となっているため，公平性の観

点からも助成制度を創設することは困難と考えています。 

  なお，消防用設備の改修の必要性が認められる場合には，他の用途の施設と同様

に，改修の必要性などが十分に理解されるよう管理組合等の関係者に対して説明す

るとともに，関係者の負担により改修されるよう指導を続けてまいります。 

 

（平成２７年度予算額） 

 ・分譲マンション共用部分バリアフリー改修助成 ７，０００千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成２２年４月 「分譲マンション共用部分バリアフリー改修補正制度」を創設 

 平成２３年度   予算額を増額 

          平成２２年度   ３，０００千円 

          平成２３年度以降 ７，０００千円 

 

 ＜助成件数＞ 

  平成２２年度  ４件 

  平成２３年度  ８件 

  平成２４年度 １０件 

  平成２５年度 １０件 

  平成２６年度  ４件（１２月末時点） 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２６６ 

要  望  内  容 回     答 

 

２６６ 都市公園の整備目標（１０㎡／人）の達成に向

けて，緑化にとどまらず，公有地を活用するなど，公

園の整備を促進すること。 

 

○ 都市公園については，より一層の整備促進を図るため，既存の神社仏閣などの京

都らしい緑の遺産の活用や，買収を伴わず柔軟に用地確保ができ，予算負担の軽減

も図ることができる借地型による公園など，多様な整備方法を検討してまいりま

す。 

 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２６７ 

要  望  内  容 回     答 

 

２６７ 外広告物対策については，ていねいに説明を行

い，合意と納得を得ること。広告物・看板の付け替

え・撤去についての助成制度を創設すること。手数料

の負担軽減措置を講じること。 

 

○ 屋外広告物の規制と指導に当たっては，市民・事業者の皆様に十分な説明と丁寧

な助言を行い，皆様の理解をいただけるよう，努めてまいります。 

 

〇 なお，基準に合致する広告物・看板への付け替えに対する新たな助成制度創設や

許可申請手数料の負担軽減につきましては，これまで条例に基づき是正いただいた

事業者の皆様との公平性の観点から困難であると考えております。 

 

（平成２７年度予算額） 

・屋外広告物対策事業      ３，７０１千円 

・屋外広告物適正化推進事業 ２０８，２０９千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

 ＜屋外広告物の取組について＞ 

  平成１９年度～ 優良屋外広告物補助金制度の創設 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２６８ 

要  望  内  容 回     答 

 

２６８ 葬儀場建設による住環境への影響をふまえ，新

たな立地規制や住民合意の形成に役立つ条例を制定す

ること。 

 

○ 事業者に対しては，これまでから「京都市葬祭場の建築等に関する指導要綱」に

基づき，「京都市中高層建築物等の建築等に係る住環境の保全及び形成に関する条

例」で定める期間より早い段階から周辺住民に周知することや建築計画上の措置等

を求め，指導しています。 

  これまでも，事業者の協力により要綱の内容が守られていることから，今後も，

要綱による指導を継続してまいります。 

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成１７年 ８月 「京都市葬祭場の建築等に関する指導要綱」の制定 

 平成２１年１２月 同要綱の改正（指導の対象となる規模要件の撤廃等） 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２６９ 

要  望  内  容 回     答 

 

２６９ まちづくり条例の見直しにあたっては，大型店

出店を規制・抑制できるものに見直すこと。縦覧期間

の延長，説明会の周知範囲の拡大，違反した時の罰則

規定など，住民合意を得るために，実効あるものに見

直すこと。住環境を守るため，住宅地に近接するパチ

ンコ店建設を規制すること。 

 

○ 「京都市土地利用の調整に係るまちづくりに関する条例（以下「まちづくり条

例」という。）」は，商業調整を行うものではなく，開発事業の早期の段階から住

民と開発事業者の意見調整を行うためのものであり，良好なまちづくりの更なる推

進を図るため，京都市土地利用調整審査会における審議や市民意見募集の結果を踏

まえながら，「対象建築物の拡充」，「審査機能の強化」及び「意見調整の仕組み

の充実」を目的とした見直しを行いました。 

 

○ 平成２７年４月からは，届出対象となる集客施設である建築物にぱちんこ店等を

追加するなどの改正を行ったまちづくり条例を施行予定であり，その中で本市及び

市民の意見を反映させるための手続等を充実させております。 

 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２７０ 

要  望  内  容 回     答 

 

２７０ キリンビール工場跡地へのイオンモール京都桂

川店の開店や高層住宅の開発計画について，車の増加

や，日照などの住環境，既存商店街への影響などにつ

いて調査を行い，必要な対策を行うこと。 

 

○ 本市では，イオンモール京都桂川店の開店に係る影響について，周辺の主要な商

店街などへの聞き取りを実施しており，その結果を踏まえながら，商店街等支援事

業の支援メニューを活用することで，商店街の活性化を図ってまいります。 

 

○ 現在開発が行われている高層住宅は，向日市に位置しているため，向日市の条例

に基づき，建築計画の説明，環境配慮，調整・調定等の対応が行われることとなり

ますが，その状況については，向日市と連携し，情報共有してまいります。 

 

（平成２７年度予算額） 

 ・商店街等環境整備支援事業  ３４，０００千円 

 ・商店街等競争力強化支援事業 １７，２８０千円 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２７１ 

要  望  内  容 回     答 

 

２７１ 新景観政策の尊重を求めた建築審査会の附言を

重く受け止め，京都会館等における地区計画による高

さ規制の緩和は撤回し，今後この手法を用いないこ

と。「山ノ内浄水場跡地活用方針」から，高さ規制緩

和を削除すること。 

 

○ 新景観政策については，実施当初から，地区計画を定めて高度地区の高さ規制を

適用除外とし，弾力的な運用ができる仕組みを組み込んでおります。 

 

○ また，地区計画については，縦覧等の都市計画決定手続を踏んだうえで都市計画

審議会の議を経て決定しているものであり，京都会館等における地区計画による高

さの最高限度の設定は適正なものであると考えております。 

 

〇 山ノ内浄水場跡地活用については，平成２２年１２月に，大学を中核として複合

的な機能の用途を図るなどの「京都市山ノ内浄水場跡地活用方針」を策定し，本

市西部地域はもとより市全体の活性化に資する活用を図っていくこととしており

ます。 

 

〇 活用方針においては，にぎわいを創出するとともに，緑豊かな潤いのある空間や

オープンスペースを確保するため，この地域に相応しい都市計画条件として，用途

地域を変更し，地区計画の策定によって，壁面の位置や建ぺい率の制限，建築物の

高さの最高限度を見直すこととしており，今後も活用方針に基づき，必要な都市計

画の変更等を行ってまいります。 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２７２ 

要  望  内  容 回     答 

 

２７２ アスベスト対策については，解体にあたって周

辺住民に周知し，安全対策を講じること。労災認定を

抜本的に見直し，建設労働者や「一人親方」も含め，

全ての健康被害者を対象にするよう国に求めること。 

 

○ 建築物等の解体を行う場合は，法律により，当該建築物等におけるアスベストの

使用の有無を事前に確認することが義務付けられており，吹付けアスベストやアス

ベストを含有する断熱材・保温材・耐火被覆材の使用が確認された場合は，法律に

基づく届出が必要とされております。また，作業期間中は，見やすい箇所に，作業

方法等を記載した掲示板を設けることや，除去を行う場所を他の場所から隔離し，

作業場の出入口に前室を設けるなどの安全対策を講じることが義務付けられており

ます。 

 

○ アスベストの健康被害については，過去も含め石綿の製造等に従事されたことの

ある従業者等に対する健康診断，健康管理手帳，労災補償等の問い合わせ受付，相

談が各労働局等で実施されているほか，平成２２年７月の石綿健康被害救済一部改

正により，救済給付の対象となる疾病が拡大されております。今後とも，国の動向

を注視してまいります。 

 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２７３ 

要  望  内  容 回     答 

 

２７３ 簡易宿所（ゲストハウス）については，管理責

任を明確にし，日常的に連絡・対応できるようにする

こと。 

 

○ 簡易宿所営業については，京都市旅館業法に基づく衛生に必要な構造設備の基準 

等に関する条例等に基づき，玄関帳場の設置又は従業員の常時待機を義務付けてい

ます。 

 

○ いわゆる「京町家の一棟貸し」については，玄関帳場の設置義務を緩和していま 

すが，対面での鍵の受渡し，営業者等の連絡先の明示，緊急時の対応等を義務付け

ており，引き続き，これらの遵守について，徹底してまいります。 

 

（平成２７年度予算額） 

 ・営業関係（環境） ３，９８０千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

 昭和２５年４月 事業開始（継続中） 

 ・事業開始以降，毎年度，旅館業法等に基づく許可業務，各種届出書類の受理及び 

  関係施設の監視指導を行っている。 

 平成２５年度 旅館業法事業実績 施設数１，０１０件 監視件数１，３８３件 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２７４ 

要  望  内  容 回     答 

 

◆上下水道事業の充実を 

２７４ 上下水道事業は公営を堅持し，安くて安全な水

道水を供給すること。 

 

 

○ 「京（みやこ）の水ビジョン」をはじめとする上下水道事業の経営戦略に基づ

き，これまでから地方公営企業として効率的な経営を行い，財政の健全化を進めて

おります。今後も公営を堅持し，安全・安心で低廉な水道水の安定的な供給に努め

てまいります。 

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成１９年１２月 「京（みやこ）の水ビジョン」策定 

          「京都市上下水道事業 中期経営プラン（２００８－２０１２）」 

          策定 

 平成２１年 ３月 「京都市上下水道局 企業改革プログラム」策定 

 平成２５年 ３月 「京都市上下水道事業 中期経営プラン（２０１３－２０１７）」 

          策定 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２７５ 

要  望  内  容 回     答 

 

２７５ 水道料金を値下げすること。 

 

○ 現在の上下水道料金は，今後の更なる経営の効率化を行ったうえで，水道事業・

下水道事業それぞれの累積収支の均衡を図り，そのうえで，水道管路の改築更新の

拡大など持続可能な事業運営を確保するための料金水準を設定したものです。 

また，料金体系・料金収納サービスについては，今日の社会状況に対応していく

ものであり，世代間の負担の公平も含めて，市民・事業者の皆様に，適正に，幅広

く御負担いただける制度であることから，値下げを行う考えはございません。 

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成１９年１２月 「京（みやこ）の水ビジョン」策定 

          「京都市上下水道事業 中期経営プラン（２００８－２０１２）」 

          策定 

 平成２１年 ３月 「京都市上下水道局 企業改革プログラム」策定 

 平成２３年 ９月 京都市上下水道料金制度審議委員会の設置・審議の開始 

 平成２４年１２月 同委員会から意見書の提出 

 平成２５年 ３月 「京都市上下水道事業 中期経営プラン（２０１３－２０１７）」 

          策定 

       ８月 上下水道料金改定（平成２５年１０月１日検針分から適用） 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２７６ 

要  望  内  容 回     答 

 

２７６ 「資産維持費」を水道料金の原価に算入しない

こと。 

 

○ 資産維持費の水道料金への算入については，上下水道料金の改定において，財政

収支の見通しを踏まえ，水道管更新のスピードアップのための財源として新たに導

入したものであり，将来世代に負担を先送りせず，持続可能な事業運営を確保する

ために必要と考えています。 

 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２７７ 

要  望  内  容 回     答 

 

２７７ 料金滞納者については，親切・ていねいな対応

を行うとともに，保健福祉局との連携をさらに強める

こと。機械的な停水措置は採らないこと。 

 

○ 水道料金等の滞納がある市民については，督促状を送付するだけではなく，徴収

委託業者の訪問による支払督促を行っております。徴収委託業者の訪問後も支払い

がない場合には，職員が訪問し督促及び給水停止の予告を行い，さらにその後も面

談を重ねることとしております。その中で分割納付等の支払い方法を含めて，相談

を受け付けるなど丁寧な対応に努めており，機械的な給水停止は行っておりませ

ん。 

 

○ 真に生活に困窮している市民には，福祉事務所の紹介やケースワーカーを交えた

協議を行うなど，それぞれの世帯の生活実態に応じた，丁寧な相談と対応を行って

おります。 

 

○ また，生活困窮者等への理解を深めるため，平成２１年度から保健福祉局の職員

を講師に迎え，生活困窮者を取り巻く社会情勢や生活保護世帯等への対応等に関す

る研修や意見交換会を開催するなど，保健福祉局と上下水道局が連携を深めている

ところです。 

 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２７８ 

要  望  内  容 回     答 

 

２７８ 上下水道事業の建設改良事業については，市民

に情報を十分公開し，必要性と財政面から厳密に検

討・見直しを行い，過大とならないようにすること。 

 

○ 上下水道事業の配水管及び管きょ等の整備に当たっては，事業の内容や進捗状況

等についてホームページ上で公開するなど，市民への情報提供に取り組んでおりま

す。 

  今後とも本市の厳しい財政状況を踏まえ，事業の必要性等を十分検討し，事業を

推進してまいります。 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２７９ 

要  望  内  容 回     答 

 

２７９ 営業所の再編にあたっては，市民サービスの後

退にならないようにすること。 

 

○ 「京（みやこ）の水ビジョン」の後期５箇年の実施計画である「京都市上下水道

事業 中期経営プラン（２０１３-２０１７）」においては，現在９箇所の営業所

を５箇所に，更に平成３０年度以降に４箇所に再編し，市内東西南北にバランス良

く配置する計画としております。そのうえで，区役所等との連絡・連携を密に図

り，直接の応対が必要なお客さまについては，営業所職員が速やかに現地へ出動す

るなど，これまで以上にきめ細やかな対応を実施してまいります。 

 

○ 今後とも営業所は，地域から信頼される上下水道の総合窓口と防災拠点としての

両輪の役割を果たしていくことで，市民の皆さまの安全・安心な暮らしを支えると

ともに，更なるお客さまサービスの向上に努めてまいります。 

 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２８０ 

要  望  内  容 回     答 

 

２８０ 鉛管の取替えを計画通りに完了させること。そ

のため国の補助制度の改善を求めること。宅地内の鉛

管取替え補助制度の周知徹底をはかり，限度額を引き

上げること。 

 

○ 鉛製給水管の取替えについては，「京（みやこ）の水ビジョン」において，平成

２９年度末までに道路部分の鉛製給水管を全て解消することを目標に起債を利用

し，単独取替事業による取組を推進しております。 

 

○ 国に対しては，鉛製給水管の早期解消を促進するための財政支援制度の創設を引

き続き求めてまいります。 

 

○ 鉛製給水管取替工事助成金制度については，利用の促進を図るため，「鉛製給水

管ご使用のお知らせ」の発送や，市民しんぶん，ホームページへの掲載などにより

周知するとともに，市民への戸別訪問による啓発を行っております。 

 

○ 平成２７年度においても，助成金制度の対象となる市民に対して，制度利用勧奨

のはがきを送付するとともに，新たに開栓された方に対する戸別訪問を実施してま

いります。 

 

○ 助成額については，同様の制度を実施している他都市と比べても，ほぼ同程度の

金額となっていることから限度額の引き上げは，考えておりません。 

 

（平成２７年度予算額） 

 ・鉛製給水管単独取替事業  ３，０９０，０００千円 

 ・鉛製給水管取替工事助成金     ３，５００千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成１９年１２月 「京（みやこ）の水ビジョン」の策定 

 平成２１年度   起債を利用し，鉛製給水管単独取替事業を９，０００件まで拡 

          大（平成２０年度 ２，０００件） 

 平成２２年度～  鉛製給水管単独取替事業を１２，０００件に拡大 

 平成２４年度～  鉛製給水管単独取替事業を１２，６００件に拡大 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２８１ 

要  望  内  容 回     答 

 

２８１ 地域，簡易水道への国庫補助制度の存続を国に

求めること。 

 

○ 大原地域及び京北地域の簡易水道施設の再整備に当たっては，財政支援が不可欠

であり，引き続き国に対して簡易水道等施設整備費への国庫補助制度の存続を求め

てまいります。 

 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２８２ 

要  望  内  容 回     答 

 

２８２ 水道事業への統合にあたっては，高額の住民負

担が伴わないようにすること。 

 

○ 簡易水道事業の住民負担については，現在，一般会計から多額の繰出しを行うこ

とで軽減を図っております。平成２８年度末の水道事業への統合に向けて，負担の

在り方を検討してまいります。 

 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２８３ 

要  望  内  容 回     答 

 

２８３ 雨水貯留設備及び雨水浸透ます助成制度の拡充

を図り普及に努めること。 

 

○ 雨水貯留施設設置助成金制度については，平成２２年度から予算の増額，助成対

象枠の拡大を行い，制度のＰＲ等が効果を発揮し，毎年多くの市民の皆さまに御利

用していただいています。 

 

○ 雨水浸透ます設置助成金制度については，平成２３年度に設置助成金制度を設

け，雨水浸透ますの普及促進に努めています。これまでから様々な機会を捉えて制

度をＰＲするとともに，利用しやすい助成制度となるよう改正を行っています。 

 

○ 今後とも，制度のＰＲ等に努めるとともに，更に利用しやすい制度となるよう助

成対象の拡大や助成金の増額等を行い，雨水浸透ます等の普及を更に促進します。 

 

（平成２７年度予算額） 

・雨水貯留施設設置助成金制度 ３，０００千円 

・雨水浸透ます設置助成金制度 ９，０００千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

平成２１年 「雨水貯留施設設置助成金制度」を引き続き「新世代下水道事業」と 

      して実施できるように国と協議 

平成２２年 国と協議を行った結果，平成２６年度までの延伸が承認されたため， 

      引き続き事業を継続 

       助成対象の雨水貯留施設の容量を１００リットルから５００リットル 

       としていたが，８０リットル以上とした。 

 平成２３年 国土交通省の「社会資本総合整備計画」の「効果促進事業」の１つと 

       して，「雨水浸透ます設置助成金制度」を開始 

平成２５年 雨水浸透ます１基あたりの助成額を増額（１万円から２万５千円） 

      助成の限度額を増額（３万５千円から１０万円） 

 平成２６年 助成対象外としていた開発行為により設置された雨水浸透ますも助成 

       対象とする。 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２８４ 

要  望  内  容 回     答 

 

２８４ 側溝の浚せつや整備を日常的に行い，「雨に強

いまちづくり」との連携をはかり，雨水被害を防ぐこ

と。 

 

○ 側溝のしゅんせつや整備については，限られた予算の中で計画的に行うととも

に，地元からの情報や巡視・点検調査により，早急に点検が必要であると判明した

箇所については，緊急的なしゅんせつや整備を実施し，引き続き「雨に強いまちづ

くり」の実現に向け，関係部局と連携して浸水被害防止に努めてまいります。 

 

（平成２７年度予算額） 

 ・公共下水道事業（排水路清掃） １０２，０００千円 

 ・公共下水道事業（排水路整備） １７１，０００千円 

 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２８５ 

要  望  内  容 回     答 

 

２８５ 私道内下水道整備に関する規定を見直し，私道

内の公共下水道及び共同排水設備更新に必要な助成を

行うこと。 

 

〇 私道内に埋設されている公共下水道管については本市が維持管理及び更新を行っ

ています。今後，本市が維持管理していない私道等に埋設されている私有の排水設

備については，現地調査委託を行い施設情報収集に努めてまいります。 

 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２８６ 

要  望  内  容 回     答 

 

九 市民の交通権を保障する総合的な交通体系の確立を 

◆公共交通を軸とした交通体系で市民の足を守ること 

２８６ 「歩くまち・京都」総合交通戦略の推進にあた

っては，実効ある取り組みとすること。 

・車の総量規制を軸とすること。自動車分担率を２０％

以下に引き下げる計画を具体化すること。 

・観光地の交通対策，パーク・アンド・ライドなどマイ

カーの流入抑制の取り組みをいっそう強化すること。 

・新しい公共交通システム（ＬＲＴ，ＢＲＴ）などを具

体化すること。 

 

 

 

○ 本市では脱「クルマ中心」社会の形成を目指し，平成２２年１月に策定した「歩

くまち・京都」総合交通戦略に基づき，既存公共交通の利便性向上，歩く魅力を味

わえる歩行者優先のまちづくり，過度な「クルマ」利用から「歩くこと」を大切に

するライフスタイルへの転換を施策の柱とし，８８の実施プロジェクトを定め取り

組んでおります。引き続き，こうした取組の充実を図ることにより人と公共交通優

先の「歩くまち・京都」の実現に全力を傾注してまいります。 

 

○ 自動車の流入抑制については，紅葉シーズン最盛期に，観光地交通対策として，

パークアンドライドに取り組んでおります。平成１４年度に５箇所約１，７００台

の駐車場を確保してスタートし，毎年充実を図りながら，平成２６年度には５４箇

所約６，３００台まで拡大しました。 

 そのほか，嵐山地区（渡月橋周辺）と東山地区（五条坂・東福寺周辺）での交通

の円滑化と安全快適な歩行者空間を創出するため，京都府警察等関係機関との連携

の下，臨時交通規制や市営観光駐車場の自家用車駐車不可等の交通対策に取り組ん

でいるところであり，今後も，これらの観光地交通対策を積極的に進めてまいりま

す。 

 

○ また，新たな公共交通システムについては，「歩くまち・京都」総合交通戦略の

中で，ＬＲＴ（次世代型路面電車）やＢＲＴ（高機能バスシステム）を公共交通の

更なる利便性向上とまちの活性化を図る新たな公共交通システムと位置付け，検討

することとしております。 

平成２６年度は，京都のまちの活力を高める公共交通検討会議を開催し，まちの

活性化，人口減少・少子高齢化の克服，環境負荷の低減，自動車交通からの転換促

進等の視点から，１０年後のあるべき公共交通の姿について検討を行っておりま

す。平成２７年度は，引き続きこの会議の中で，今後１０年間で特に重点をおいて

取組むべき施策の洗い出しと具体化の検討を行うとともに，既存公共交通の充実と 

（次ページに続く） 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２８６ 

要  望  内  容 回     答 

併せて，ＬＲＴやＢＲＴ等の新たな公共交通につきましても検討を行ってまいり

ます。                          

 

（平成２７年度予算額） 

 ・「歩くまち・京都」総合交通戦略の推進       ６，０２０千円 

 ・観光地等交通対策（「歩いてこそ京都」魅力満喫大作戦）  

                          ３５，０２７千円【充実】 

 ・京都のまちの活力を高める公共交通の検討      ５，０００千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成２６年度 京都のまちの活力を高める公共交通検討会議の開催 

 

＜駐車可能台数の推移＞                    （単位：台） 

年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

臨時 620 760 542 772 1,042 

通年(市内) 1,171 1,242 1,543 1,542 1,595 

通年(市外) 1,786 2,760 3,599 3,625 3,650 

合計 3,577 4,762 5,684 5,939 6,287 
 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２８７ 

要  望  内  容 回     答 

 

２８７ 四条通の歩道拡幅・２車線化については，関係

者との十分な合意形成をはかること。 

 

○ 四条通歩道拡幅事業については，地元住民の皆様や商業者，関係事業者等で構成

する「歩いて楽しいまちなか戦略」推進協議会での議論をはじめ，地元住民や関係

団体の御協力の下，約８年の歳月をかけて協議を重ね，平成２６年１１月に工事着

手いたしました。 

 

○ 引き続き，地元住民の皆様や関係団体等と緊密に協議を行い，十分な合意形成を

はかりつつ，平成２７年１０月の完成に向けて鋭意工事を進めてまいります。 

 

（平成２７年度予算額） 

 ・「歩いて楽しいまちなか戦略」の推進 ６５，０００千円【充実】 

 

（経過・これまでの取組等） 

 ＜四条通の歩道拡幅と公共交通優先化＞ 

  平成１７年１２月 四条繁栄会商店街振興組合から，「心地よく歩ける四条通」 

           の実現に向けた要望書提出 

  平成１８年 ５月 「歩いて楽しいまちなか戦略」推進協議会設置（平成２７年 

           ２月までに計７回開催） 

  平成１９年１０月 四条通周辺で交通規制を伴う交通社会実験実施 

  平成２０年 ８月 「歩いて楽しいまちなか戦略」推進会議 物流ワーキンググ 

           ループ設置（平成２７年２月までに計９回開催） 

  平成２２年１１月 四条通の歩道拡幅と公共交通優先化に向けた四条通の交通社 

           会実験実施（～平成２３年３月） 

  平成２３年 ９月 四条通の都市計画に係る説明会を開催 

       １２月 地元６学区への説明会を開催 

  平成２４年 １月 都市計画決定 

        ６月 「四条通エリアマネジメント会議」設置（平成２７年２月ま 

           でに計５回開催） 

        ９月 地元２学区への説明会を開催 

（次ページに続く） 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２８７ 

要  望  内  容 回     答 

  平成２５年 ７月 詳細設計に着手 

  平成２６年 ６月 「四条通駐停車マネジメント部会」を設置（平成２７年２月 

           までに計３回開催） 

       １０月 地元６学区及び関係団体への説明会を開催 

       １１月 四条通歩道拡幅工事着手 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２８８ 

要  望  内  容 回     答 

 

２８８ 東大路通の歩道拡幅・車線減少等の計画につい

ては，住民合意なしにすすめないこと。 

 

○ 東大路通では，「歩いて楽しい東大路」の実現を目指して，歩行者が安心・安全

で快適に通行することができるよう，車線の減少も含めた道路空間の再構成を検討

しています。 

  平成２７年度は，これまでの調査や設計を基に作成した「歩いて楽しい東大路」

の実現に向けた整備計画（素案）について，地元住民や関係団体の皆様に説明を行

い，御意見をしっかりお聴きしながら事業を進めてまいります。 

 

（平成２７年度予算額） 

 ・「歩いて楽しい東大路」歩行空間創出事業 ２３，３００千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成１４年     東山区の全学区から「区民，観光客が快適に利用できる東大 

           路通の整備」が要望される（平成２６年度まで継続して要望） 

 平成２１年 ２月  東山区交通安全対策協議会から，「東大路通の車道幅員の見 

           直しを含めた歩道拡幅と電線地中化事業の推進」の要望提出 

 平成２２年 ７月  地元住民主体の「歩いて楽しい東大路をつくる会」を設置 

           （平成２３年３月まで計３回開催） 

 平成２３年 ２月  ニュースレターによる地元周知（平成２３年７月にも実施） 

 平成２４年 ３月  「東大路通歩行空間創出推進会議」を設置（平成２６年１１ 

           月までに計７回開催） 

           シンポジウム「歩いて楽しい東大路」を開催 

       ５月  「東大路通整備構想」（素案）に対するパブリックコメント 

           の実施（～６月） 

       ８月  「東大路通整備構想」の策定 

      １２月  交通調査の実施（東大路通沿道の交通調査） 

 平成２５年 ８月～ 道路予備設計に着手 

      １１月  交通調査の実施（東大路通及びその周辺） 

           （～１２月） 

平成２６年  ７月～ 交通解析に着手 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２８９ 

要  望  内  容 回     答 

 

２８９ 京都駅南口駅前広場の整備にあたっては，住

民・利用者・関係者等の意見を十分に聞き，合意のも

とですすめること。 

 

○ 京都駅南口駅前広場の整備については，平成２６年度は，６月に機械式地下駐輪

場工事に着手するとともに，１１月には駅前広場整備工事に着手しております。 

 

○ 平成２７年度は，引き続き，工事を進めるとともに，平成２６年度に実施した実

験結果を基に，観光バス，タクシーのショットガン方式のシステム構築を行うな

ど，平成２８年１２月の事業完成に向け，周辺住民や関係団体等の御意見を踏まえ

ながら，「歩くまち・京都」の玄関口としてふさわしい駅前広場となるよう取組を

進めてまいります。 

 

（平成２７年度予算額） 

 ・京都駅南口駅前広場整備事業 １，６９９，３９６千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成２２年 ４月 第１回市民意見募集（整備計画の考え方，イメージ） 

       ７月 第２回市民意見募集（施設配置案） 

 平成２３年 ３月 「京都駅南口駅前広場整備計画」の策定 

 平成２３年度   予備設計・測量を実施 

 平成２４年 ７月 法定説明会の開催（都市計画決定） 

       ８月 公聴会の開催（都市計画決定） 

 平成２５年 ４月 都市計画審議会で計画承認 

       ５月 都市計画決定 

       ７月 事業認可取得 

 平成２６年 ６月 機械式地下駐輪場工事着手 

      １１月 駅前広場工事着手 

 平成２７年 ２月 機械式地下駐輪場供用開始 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２９０ 

要  望  内  容 回     答 

 

２９０ 小型循環バスの運行など，交通不便地域対策を

具体化すること。 

 

○ 今後ますます高齢化が進展するなかで，公共交通の果たす役割は非常に大きいも

のがあります。とりわけ，交通不便地域における住民の皆様の足の確保について

は，重要な課題であると認識しております。 

 

○ 交通不便地域における交通手段の確保については，まちづくりや地域の活性化，

福祉等の視点も踏まえ，地域の中で十分に御議論いただくことが重要であり，そう

した地域の主体的な取組に，関係行政機関や交通事業者が呼応し，地域の需要や実

情に合った交通手段の確保策を，地域の皆様とともに検討してまいります。 

 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２９１ 

要  望  内  容 回     答 

 

２９１ 交通バリアフリー構想の推進にあたっては「重

点整備地区」の基本構想策定・具体化を急ぐととも

に，「引き続き改善方策を検討する地区」のすみやか

な解消に取り組むこと。 

 

○ 平成２３年度に策定した「「歩くまち・京都」交通バリアフリー全体構想」にお

いて重点整備地区に位置付けている１０地区（１１駅）については，地区ごとにバ

リアフリー化の概要を定める「移動等円滑化基本構想」を策定し，その後に地区内

の道路や駅等のバリアフリー化整備を行うこととしています。 

 

○ 平成２５年度までに１０地区中５地区の「移動等円滑化基本構想」を策定済であ

り，平成２６年度は４地区について策定する予定です。 

  また，平成２５年度に阪急大宮駅のバリアフリー化整備を完了し，現在５駅（Ｊ

Ｒ太秦駅，ＪＲ藤森駅，京阪深草駅，阪急西院駅，京福西院駅）の整備に着手して

います。 

 

○ 今後も，引き続き，国，京都府及び交通事業者と連携して着実にバリアフリー化

を推進するとともに，「引き続き改善方策を検討する地区」についても交通事業者

と検討を進めていきます。 

 

（平成２７年度予算額） 

 ・駅等のバリアフリー化の推進 ５６２，５８２千円【充実】 

 

（経過・これまでの取組等） 

平成１４年１０月 平成２２年度を目標年次とした「京都市交通バリアフリー全体 

         構想」の策定（１４地区（２５駅）の重点整備地区の選定） 

平成１５年度   重点整備地区ごとに順次基本構想を策定（平成２０年度に完了） 

平成２２年度   全体構想で選定した重点整備地区内の駅（２５駅）のバリアフ 

         リー化が完了 

平成２４年 ３月 平成３２年度を目標年次とした「「歩くまち・京都」交通バリ 

         アフリー全体構想」の策定 

         （１０地区（１１駅）の重点整備地区の選定） 

 

（次ページに続く） 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２９１ 

要  望  内  容 回     答 

平成２４年度   太秦地区及び大宮地区の「バリアフリー移動等円滑化基本構 

         想」を策定 

平成２５年度   ＪＲ藤森地区，深草地区及び西院地区の「バリアフリー移動等 

         円滑化基本構想」を策定 

         阪急大宮駅（大宮地区）のバリアフリー化が完了 

平成２６年 ６月 「阪急嵐山・松尾大社地区及び上桂地区バリアフリー移動等円 

         滑化基本構想策定連絡会議」を設置（平成２６年１１月末まで 

         に３回開催） 

         「桃山地区バリアフリー移動等円滑化基本構想策定連絡会議」 

         を設置（平成２６年１１月末までに３回開催） 

      １１月 （阪急嵐山・松尾大社地区，上桂地区，桃山地区）「バリアフ 

          リー移動等円滑化基本構想（素案）」に対するパブリックコメ 

          ントの実施（１２月まで） 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２９２ 

要  望  内  容 回     答 

 

◆市民の足を守る市バス・地下鉄改善を 

２９２ 国に対して，市民の足を守るため次の点を求め

ること。 

・交通事業にかかわる規制緩和を撤回し，公共交通を守

る法改正を行うこと。 

・市バス事業にたいする国の補助制度を確立すること。 

 

 

○ 規制緩和の是非は国政における交通政策上の問題です。市バス事業は，市域のバ 

 ス輸送の８５パーセントを担っており，市内の民間バス事業者の理解と協力を求め 

 ながら，京都市民の足を守ってまいります。 

 

○ バス事業に対する国庫補助制度の要望については，これまでから，あらゆる機会

を捉えて要望しており，今後も引き続き，補助制度の確立に向け国に働きかけてま

いります。 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２９３ 

要  望  内  容 回     答 

 

２９３ 住民から要望のあるバス路線を確保し市民の足

を守ること。 

 

○ お客様からの市バス運行への御要望については，これまでから，区長懇談会等に

おける地域の皆様からの御要望や，電話・メール等により交通局に直接いただく

「お客様の声」，平成２４年６月に実施したお客様アンケート調査など，様々な媒

体を通して随時御意見を伺っており，その一つ一つに耳を傾け検討を行い，でき得

るものは可能な限り各取組に反映させてまいりました。 

 

○ また，平成２６年３月から実施している市バス新運転計画では，地域の皆様が主

体となった，自家用車から公共交通への自発的な利用転換を図る「モビリティ・マ

ネジメント」の取組により，市バス利用の機運が高まったことを受け，北区柊野地

域及び伏見区久我・久我の杜・羽束師地域において，路線・ダイヤの拡充に向けた

試験的運行を開始したところです。 

 

○ 今後とも，地域の皆様が主体となり実践する「モビリティ・マネジメント」に本

市も協働して取り組み，市バスをより多くの方に御利用いただくことによって，更

なる路線・ダイヤの拡充を目指してまいります。 

 



（単位：円）

営業キロ（km）

注 部分は，当該事業者の営業キロを超える部分であり，運賃設定がない。

記載している運賃は全て大人運賃，小児運賃は半額（10円未満端数は切り上げ）
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平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２９４ 

要  望  内  容 回     答 

 

２９４ 初乗り運賃が日本一高い市バス・地下鉄運賃を

値下げすること。市内全域を均一区間とすること。１

日乗車券，昼間割引券を全区域で使用できるようにす

ること。 

 

○ 市バス・地下鉄の運賃値下げについては，これによる減収分を補うだけの収入の

確保は難しく，経営に大きな影響を与えることから困難です。 

 

○ 均一区間の拡大は，より分かりやすい料金体系となることや，同区間を対象とし

た１日乗車券や昼間割引回数券の利用可能範囲が広がることなど，お客様にとって

大変利便性の高いものと認識しておりますが，周辺地域と市内中心部を結ぶ路線に

おいて競合する民営バス事業者に与える影響が大きいこと，また，均一運賃区間外

のみを利用するお客様にとっては値上げとなる場合があるなど，課題も有するとこ

ろです。 

  そうした中，京都バス株式会社の御理解をいただき，平成２６年３月に嵯峨・嵐

山地域へ均一区間を拡大したところですが，他地域においても，粘り強く民営バス

事業者のご理解を求めてまいります。 

 

○ なお，１日乗車券及び昼間割引回数券を均一区間外で使用可能とすることについ

ては，均一区間の拡大と同様に，市バスと競合する民営バス事業者に与える影響が

大きいことからその実施は困難です。 

 

  ※参考 地下鉄運賃の他都市比較 

 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２９５ 

要  望  内  容 回     答 

 

２９５ バス運転手の「若年嘱託制度」を廃止し，正職

員とすること。 

 

○ 若年嘱託制度については，運転技術やお客様接遇に優れた優秀な職員を確保する

ため，平成１２年度から導入しているもので，平成２４年９月からは，更なる事故

防止とお客様接遇の向上に向け，仕事に対する責任感と取組意欲の更なる喚起を図

るため，嘱託期間を５年から４年に短縮しました。 

  今後とも引き続き，若年嘱託制度により，優秀な職員の確保に努めてまいりま

す。 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２９６ 

要  望  内  容 回     答 

 

２９６ 「管理の受委託」は撤回すること。委託先の労

働者の労働条件・健康管理についても，交通局として

責任を果たすこと。 

 

○ 管理の受委託については，路線，運賃，ダイヤの決定に本市が責任を負いつつ，

市バスの運行を民間バス事業者に委託することで，事業の効率化を図りながら市バ

スネットワークを維持するための手段と判断しております。 

 

○ 委託先の労働条件については，各社の責任の下，労働関係法令を遵守したうえで

取り決められているところです。 

 

（平成２７年度予算額） 

 ・管理の受委託 委託料 ５，３０２，６０６千円 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２９７ 

要  望  内  容 回     答 

 

２９７ 公共交通優先の交通規制を府公安委員会と協議

し，走行環境を改善すること。 

 

○ 交通規制は京都府警察の所管事項であるため，京都府警察に対して，市バスの走

行環境改善について，ＰＴＰＳ（公共車両優先システム）の設置拡大及びバス専用

レーンの充実を強く要望してきたところであり，その効果的手法について，「京都

府警察本部交通部と京都市交通局との公共交通機関走行環境改善研究委員会」で，

京都府警察と共同して検討を進めております。また，平成２５年度で市バス全車両

への導入を完了したドライブレコーダーを活用し，関係機関とも連携して，バス専

用レーンの徹底，違法駐停車の取締りに取り組んでまいります。 

 

（平成２７年度予算額） 

・専用レーン啓発 １，５６７千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

  平成２１年７月，京都府知事と京都市長との懇談会において，ＰＴＰＳ（公共車 

 両優先システム）の適用区間を従来の北大路バスターミナルから九条車庫までの区 

 間１１．５ｋｍに加え，北大路バスターミナルから京都市役所前までの区間４．６ 

 ｋｍにも拡大することで合意し，平成２２年３月２９日に運用開始。 

 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２９８ 

要  望  内  容 回     答 

 

２９８ 生活支援路線への補助制度を維持すること。一

般会計からの補助金を引き続いて確保すること。 

 

○ 市バス事業では，平成２７年度予算において，累積欠損金及び累積資金不足の解

消に目途が付けられたため，平成２４年１１月に策定した「京都市交通局 市バ

ス・地下鉄中期経営方針」に掲げた目標どおり，一般会計からの任意補助金である

生活支援路線補助金に頼らない自立した経営を実現しました。 

  生活支援路線補助金を返上した後においても，市民生活に不可欠な市バス全路線

７４系統についてはしっかりと維持してまいります。 

 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ２９９ 

要  望  内  容 回     答 

 

２９９ バス待ち環境の改善をいっそう進めること。 

 

○ 本市では，これまでから，広告付き上屋の整備，バス接近表示器の設置推進，ベ

ンチの増設，新たな発想による「バスの駅」の設置や，インターネットを活用する

ことにより低廉化が実現したバス接近表示器の大幅増設など，様々な取組を積極的

に進めているところです。平成２７年度は「バスの駅」の設置の更なる推進をはじ

め，更なるバス待ち環境の向上に向けて鋭意取り組んでまいります。 

 

（平成２７年度予算額） 

 ・バス接近表示器設置        ７３，７６４千円 

 ・バス停標識柱簡易ソーラー照明器具  １，２３４千円 

 ・「バスの駅」設置         ３０，０００千円 

 

＜取組実績 平成２６年１２月末時点＞ 

項目 平成２６年度 設置累計 

広告付き上屋 ２２ １２３ 

バス接近表示器 ３４ ３３７ 

ベンチ １７ ８２１ 

簡易ソーラー式照明器具 ‐ ３０ 

「バスの駅」（箇所） ８ ８ 
 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３００ 

要  望  内  容 回     答 

 

３００ バスとバス，バスと地下鉄の乗り継ぎは無料に

し，利便性の向上を図ること。回送バスを減らすこ

と。 

 

○ 現在，トラフィカ京カード等の御利用により，市バスと市バスの乗継では９０

円，市バスと地下鉄の乗継では６０円の乗継割引を行っています。乗継を無料とし

た場合，減収分を補うだけの収入の確保は難しく，経営に大きな影響を与えること

から，実施は困難です。 

 

○ 回送バスは，市バス営業所から離れたバス停を出発地点とする系統のバス運行に

必要不可欠なものであり，回送運行については最小限となるよう尽力しておりま

す。 

  引き続き，可能な限り回送バスの運行が少ない効率的な運営，営業化などについ

て研究を重ねてまいります。 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３０１ 

要  望  内  容 回     答 

 

３０１ すべての地下鉄駅に駐輪場を整備すること。 

 

○ 本市では，積極的に自転車等駐車場の整備を進めるとともに，民間自転車等駐車

場の整備費用の一部を助成する「京都市民間自転車等駐車場整備助成金制度」，道

路占用制度を活用した路上駐輪場の整備により，民間事業者の自転車等駐車場整備

の促進を図っております。 

 

○ これらの取組等により，ほぼ全ての地下鉄駅周辺に，一定数の駐輪場を確保でき

ております。今後は，各地域の放置自転車の状況，駐輪需要を踏まえ，必要な駐輪

スペースの確保に努めてまいります。 

  

（平成２７年度予算額） 

 ・京都市民間自転車等駐車場整備助成金制度 ２８，０００千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成２１年度 京都市民間自転車等駐車場整備助成金制度の運用開始 

        改訂京都市自転車総合計画の策定 

        助成実績 １０件（自転車４６３台，バイク１９４台分） 

        （今出川駅ほか） 

 平成２１～２２年度 

        御池通まちかど駐輪場の整備 

 平成２２年度 助成実績  ６件（自転車３１７台，バイク１８９台分） 

        （四条駅ほか） 

 平成２２～２３年度 

        二条駅まちかど駐輪場の整備 

 平成２３年度 助成実績 １１件（自転車５７９台，バイク１２８台分） 

        （北大路駅ほか） 

 平成２４年度 烏丸今出川路上駐輪場の整備 

        助成実績  ９件（自転車２４９台，バイク３０５台分） 

        （京都駅ほか） 

（次ページに続く） 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３０１ 

要  望  内  容 回     答 

 平成２５年度 助成実績 １０件（自転車４８０台，バイク１１３台分） 

        （鞍馬口駅ほか） 

 平成２６年度 助成予定 １２件（自転車６３０台，バイク１６６台分） 

        （丸太町駅ほか） 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３０２ 

要  望  内  容 回     答 

 

３０２ 点字ブロックの敷設や歩道の整備など，全バス

停のバリアフリー化を全庁的支援のもとで促進するこ

と。 

 

○ 点字ブロックについては，道路管理者の協力の下，バス停留所１，６０１箇所の

うち６６５箇所（平成２６年１２月末現在）に敷設しております。今後も「京都市

みやこユニバーサルデザイン推進条例」に基づき，停留所施設を改良する時には，

点字ブロックの敷設をはじめ，停留所のバリアフリー化の推進に取り組んでまいり

ます。 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３０３ 

要  望  内  容 回     答 

 

３０３ 乗客代表，市民，学者，専門家，交通労働者，

行政などによる開かれた恒常的な「京都市交通問題懇

談会（仮称）」や行政区ごとの「交通懇談会」を設置

し，市民参加の論議を行うこと。地域ごとの地域交通

計画を策定すること。 

 

○ 本市では，「歩くまち・京都」の実現のため，市民委員の皆様をはじめとして，

学識経験者，有識者，経済団体，交通事業者，行政機関など幅広い委員に参画いた

だいている「歩くまち・京都」推進会議を開催し，「歩くまち・京都」総合交通戦

略を推進しております。 

 

○ また，観光地交通対策や，駅等のバリアフリー化の推進，「歩いて楽しいまちな

か戦略」などの実施プロジェクトごとに，市民をはじめ，関係団体，学識経験者，

交通事業者などの参画による研究会や協議会を開催し，施策・事業に対する合意形

成を図っており，今後とも，市民や関係団体をはじめ，多くの方々の御意見を踏ま

え，交通政策に係る課題の解決に向けて取り組んでまいります。 

 

（平成２７年度予算額） 

 ・「歩くまち・京都」総合交通戦略の推進       ６，０２０千円 

 ・京都のまちの活力を高める公共交通の検討      ５，０００千円 

 ・「歩くまち・京都」公共交通ネットワークの連携強化 ８，２２０千円 

 ・「スローライフ京都」大作戦
プロジェクト

(モビリティ・マネジメントの推進)  

                          ２２，９５０千円 

 ・「歩いて楽しいまちなか戦略」の推進       ６５，０００千円【充実】 

 ・観光地等交通対策（「歩いてこそ京都」魅力満喫大作戦） 

                          ３５，０２７千円【充実】 

 ・「歩いて楽しい東大路」歩行空間創出事業     ２３，３００千円 

 ・駅等のバリアフリー化の推進          ５６２，５８２千円【充実】 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３０４ 

要  望  内  容 回     答 

 

３０４ 整備部門の民間委託を撤回し，人的，技術的強

化を図るため，整備士の計画的採用・養成をすすめる

こと。 

 

○ 市バス，地下鉄の整備業務については，効率的な運営に留意しつつ，長年培って

きた技術と経験を引き継ぎ，安全運行のための適正な整備水準の確保や委託先への

指導監督等の安全管理の徹底を図るため，今後も必要な体制を確保してまいりま

す。 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３０５ 

要  望  内  容 回     答 

 

十 生活道路優先の道路環境整備を 

３０５ 鴨川東岸線の塩小路から岸上橋間（第３工区）

の道路整備計画は，撤回すること。 

 

 

○ 鴨川東岸線は，鴨川左岸の出町柳から十条通間を結び，市域の南北を結ぶ幹線道

路として重要な道路となっております。 

  現在，出町柳から塩小路通間については，整備が完了し，塩小路通以南の事業区

間のうち，第１工区は完了しているものの，事業中の第２工区と未着手である  

第３工区が未整備であるため，道路ネットワークとしての機能が発揮できない状態

となっております。 

 

○ そのため，第２工区については，平成２１年１０月から，橋りょう下部工工事及

び九条跨線橋耐震補強工事を実施し，平成２６年度は，引き続き，九条跨線橋耐震

補強工事を実施しております。平成２７年度は，橋りょうの上部工工事を実施し，

早期の開通を目指してまいります。 

 

○ 第３工区については，京都高速道路（阪神高速京都８号線）へのアクセス向上を

図るためにも，実施が必要と考えております。現在，「はばたけ未来へ！ 京プラ

ン」実施計画において，予算を効率的・効果的に配分するために道路事業の抜本的

見直しを行い，原則，平成２７年度まで事業推進を見送ることとしておりますが，

今後も，路線の状況や本市の財政状況を勘案しつつ，道路整備の進め方を検討して

まいります。 

 

（平成２７年度予算額） 

 ・鴨川東岸線 ４０１，８２０千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

 第１工区 平成 ５年度～平成２１年度 整備完了 

第２工区 平成 ９年度～平成２１年度 橋りょう下部工事着手 

                    九条跨線橋耐震補強工事着手 

      平成２３年度        橋りょう下部工工事完了 

      平成２６年度        九条跨線橋耐震補強工事完了（予定） 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３０６ 

要  望  内  容 回     答 

 

３０６ 国道９号線「西立体交差事業」は，千代原口交

差点の立体化のみにとどめ，国に見直しを求めるこ

と。 

 

○ 国道９号の西京区千代原口地区（千代原口交差点の立体化），右京区葛野地区に

おいて，国土交通省が京都西立体交差事業を実施しています。 

 

○ 西京区の千代原口地区については，平成２５年２月２３日に地下トンネルが開通

し，現在，側道において，電線共同溝及び歩道の工事が進められています。 

 

○ 右京区の葛野地区については，千代原口地区や京都第二外環状道路（平成２５年

４月２１日開通）の完成による交通の変動等を踏まえ，事業を推進していくと聞い

ております。 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３０７ 

要  望  内  容 回     答 

 

３０７ 北泉通の拡幅と高野川架橋計画を中止すること 

 

○ 都市計画道路北泉通については，左京区総合庁舎への高野川東側からのアクセス

を飛躍的に向上させるものであり，重要な事業であると考えております。また，地

域住民から，早期完成を求める強い要望をいただいております。平成２７年度は，

早期完成を目指し，引き続き，用地買収に取り組んでまいります。 

 

（平成２７年度予算額） 

 ・北泉通 １２７，６００千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成２０～２２年度 街路基本調査を実施 

 平成２３～２４年度 都市計画変更手続きを実施 

 平成２４年度    事業認可取得，用地測量 

 平成２５年度    物件調査，詳細設計 

 平成２６年度    物件調査，用地買収，詳細設計 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３０８ 

要  望  内  容 回     答 

 

３０８ 通学路や生活道路について，警察や学校等の関

係機関と連携し，ゾーン対策，コミュニティー道路化

など安全対策・整備をすすめること。土木事務所の予

算を増額すること。 

 

○ 本市では，平成２４年４月に東山区大和大路通及び亀岡市篠町で相次いで発生し

た交通事故を受け，市内の全小学校を対象に実施した緊急総点検の結果を基に，要

対策箇所を洗い出し，ポストコーンの設置，学校周辺の路側部のカラー化などの対

策に取り組み，平成２５年５月に完了しました。また，指定した区域で制限速度を

３０キロに定める「ゾーン３０」について，平成２５年度から朱一学区（中京区）

において実施しております。 

  今後とも，通学路の安全対策の取組により得た知見をいかし，引き続き，区役

所，教育委員会，警察との緊密な連携の下，通学路を含む生活道路について安全対

策に取り組むとともに，警察が進めるゾーン対策の他の学区への拡大についても，

連携して進めてまいります。また，土木事務所の予算については，引き続き，必要

な予算の確保に努めてまいります。 

 

（平成２７年度予算額） 

・土木事務所等運営 １５７，１１７千円 

 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３０９ 

要  望  内  容 回     答 

 

３０９ 里道については，住民要望に基づき舗装整備を

行うこと。 

 

○ 里道については，厳しい財政状況の中，現状のまま維持管理することを基本とし

ており，道路改良を行うことは困難ですが，市民からの御要望や現地の状況等を踏

まえ，適切な維持管理に努めてまいります。 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３１０ 

要  望  内  容 回     答 

 

３１０ 私道の舗装整備助成について，Ｌ型側溝単独で

も使えるよう柔軟に対応すること。 

 

○ 私道については，一般交通の用に供されている場合には，公道と同様，重要な機

能を有していることから，地元が実施される舗装工事を支援（補助）しており，平

成２２年度から舗装工事に付帯する排水施設の改修を助成対象に拡大するととも

に，補助率の引上げ（助成率５０％→７５％）を行ってまいりました。 

  今後も，予算の確保に努めるとともに，市民の皆様の御要望内容を踏まえ，対象

の拡大について，引き続き検討を進めてまいります。 

 

（平成２７年度予算額） 

 ・私道整備助成金 １３，０００千円 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３１１ 

要  望  内  容 回     答 

 

３１１ 自転車駐輪場の整備をさらに促進すること。路

上駐輪場を積極的に設置すること。バイク・自動二輪

置場の確保に努めること。 

 

○ 本市では，積極的に自転車等駐車場の整備を進めるとともに，民間自転車等駐車

場の整備費用の一部を助成する「京都市民間自転車等駐車場整備助成金制度」，道

路占用制度を活用した路上駐輪場の整備により，民間事業者の自転車等駐車場整備

の促進を図っております。 

  平成２６年度は助成制度を活用し，バイクを含めた駐輪場が２箇所（バイク３１

台分）整備されており，引き続き民間事業者の力を活用して，バイク駐車スペース

を確保してまいります。 

  また，平成２７年４月から，御池地下駐車場へのバイク受入を開始するととも

に，公募事業者により，桂川駅西口バイク駐車場の供用を開始する予定です。 

 

○ また，自動二輪車の駐車対策として，原付を受け入れていた市営自転車等駐車場

１９施設のうち，施設改修が不要な１１施設において，平成２６年４月から自動二

輪（１２５ＣＣ以下）を原付と同料金で受け入れております。 

 

○ さらに，自動二輪車の駐車場を確保するため，一定規模以上かつ特定の建築物に

駐車場の設置を義務付けるとともに，必要となる自動二輪車の駐車場の台数に応じ

て自動車の駐車場の台数を減らすことができる制度を新たに導入することを目的と

して，平成２６年３月に京都市駐車場条例を改正し，同年１０月から全面施行しま

した。 

 

○ 今後も，各地域の放置自転車の状況，駐輪需要を踏まえ，必要な駐輪・駐車スペ

ースの確保に努めてまいります。 

  

（平成２７年度予算額） 

 ・京都市民間自転車等駐車場整備助成金制度 ２８，０００千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成２１年度    京都市民間自転車等駐車場整備助成金制度の運用開始 

            （次ページに続く） 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３１１ 

要  望  内  容 回     答 

 平成２２年度    御池通まちかど駐輪場の整備 

 平成２３年度    二条駅まちかど駐輪場の整備 

 平成２３年度    四条大宮まちかど駐輪場の整備 

 平成２４年度    烏丸今出川路上駐輪場の整備 

 平成２５年 ５月  付置義務駐車場の弾力的な活用による自動二輪車駐車場確保 

           に関する検討業務委託契約 

       ６月～ 自動二輪車利用者へのアンケート調査及び駐車場管理者への 

           聞取り調査 

      １１月  京都市駐車場条例の改正案に関するパブリックコメントの 

           実施 

 平成２６年 ３月  京都市駐車場条例の改正・一部施行 

 平成２６年度    市営自転車等駐車場（１１施設）において，自動二輪車 

           （１２５ＣＣ以下）の受け入れ開始 

           出町柳まちかど駐輪場の整備 

           七之舟入自転車駐車場の整備 

           四条大宮まちかど駐輪場（増設）の整備 

           京都市京都駅八条口自転車駐車場の整備 

 平成２６年１０月  京都市駐車場条例の全面施行 

 

 ＜バイク受入れ状況＞ 

  ・原動機付自転車（排気量５０ｃｃ以下）を受け入れている市営有料駐輪場   

    １８施設 ２，２２０台分 

  ・バイク(原動機付自転車及び自動二輪車)を受け入れている市営有料駐車場 

     ７施設   ３５６台分 

 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３１２ 

要  望  内  容 回     答 

 

３１２ 自転車専用レーンを拡充し，違法駐輪対策の強

化や自転車道のネットワークを広げるなど，自転車走

行環境の改善に努めること。 

 

○ 自転車通行環境の整備については，平成２４年３月に自転車通行環境整備の基本

方針と整備手法を定めた「自転車通行環境整備プログラム（整備方針）」（案）を

取りまとめ，その後，このプログラムに基づき，地元関係者等の意見を十分聞きな

がら，連続性のある自転車通行環境ネットワークの整備を進めております。 

 

○ 整備手法として，自転車専用レーンのほか，自転車道，自転車歩行者道内の自転

車通行部分の明示などがあり，地域の課題やニーズ，交通状況等を踏まえて選定

し，整備しております。 

 

○ これまでに，御池通（御池大橋～堀川通），七条通（大宮通～千本通），西洞院

通（東寺道～九条通）及び新町通（七条通～塩小路通）において自転車専用レーン

等を整備しました。平成２７年度は，七条通（千本通～西大路通）の自転車通行環

境整備の設計を行います。 

 

○ 今後，「改訂京都市自転車総合計画」見直しにより，走行環境のガイドラインを

策定し，幹線道路と細街路を含めた面的なネットワーク化を図ってまいります。 

 

（平成２７年度予算額） 

・自転車通行環境整備事業（七条通） １９，３００千円（設計委託）【充実】 

 

（経過・これまでの取組等） 

平成２１年度    自転車通行環境整備に係る現状調査 

平成２２年度    自転車通行環境整備に係る実証実験（御池通） 

 平成２３年度    自転車通行環境整備プログラム（整備方針）(案)取りまとめ 

 平成２４年度    自転車通行環境整備工事（烏丸通）（丸太町通～御池通） 

 平成２５～２６年度 自転車通行環境整備工事（御池通）（御池大橋～堀川通） 

           自転車通行環境整備工事（七条通）（大宮通～千本通）                     

 平成２６年度    自転車通行環境整備工事（新町通ほか） 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３１３ 

要  望  内  容 回     答 

 

十一 公正・公開・市民参加の市政運営を 

３１３ 職員不祥事について，個人の問題に矮小化せ

ず，組織的な総括を行うこと。 

 

 

○ 職員の不祥事については，個人の問題としてのみ捉えるのではなく，組織として

「これまで成果を上げてきた取組が形骸化していないか」，「職場の隅々にまで緊

張感が行き渡っているか」という視点の下，監察監及び統括監察員を先頭に庁内の

監察や研修の強化等に取り組んでおり，今後とも服務規律の遵守や適正な業務執行

を徹底し，緊張感，危機感の共有を図ってまいります。 

 

（平成２７年度予算額） 

・職員の服務に関する事務  ２，９９０千円 

 

（経過・これまでの取組等） 

平成２５年９月 「監察監」及び「統括監察員」の新設をはじめ服務及び業務監察 

        体制を強化し，概ね１年間での全職場に対する監察を開始 

        （平成２６年９月に，全職場への監察を完了） 

平成２６年４月 「全庁“きょうかん”推進本部会議」を開催し，市長から全任命 

        権の局長級職員に対し，「職員一人一人に，市民から負託を受け 

        た京都市職員として，高い規範意識，職業倫理を保持させ，なお 

        かつ創造的な仕事をしていくこと」等について再徹底するよう指 

        示 

        （監察監，全任命権の統括監察員及び監察主幹による「全庁“き

ょうかん”推進部会」を適時開催） 

平成２６年８月 コンプライアンス推進月間 

         （実施期間：平成２６年８月１日から同年９月３０日まで） 

        ① 所属長による職場管理に関する点検（チェックシート） 

        ② 各職員による日常業務に関する点検（チェックシート） 

        ③ 職場ミーティング（事務処理誤りや飲酒に係る公務外非行をな 

          くすための意見交換，②の結果に関する検討等） 

        ④ コンプライアンス及び情報セキュリティ等に関する研修 

        ⑤ 局区等における独自取組 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３１４ 

要  望  内  容 回     答 

 

３１４ ベネッセ個人情報流出事件をうけ，個人情報保

護の観点から，行政業務の見直しを行うこと。情報化

推進にあたっては，外部への委託に頼らず，本市にお

いて技術者を養成すること。 

 

○ 個人情報の保護については，個人情報保護条例に基づき，従前から，その適正な

取扱いについて周知，徹底し，厳格な運用を図るとともに，事務の委託に当たって

も個人情報の保護を図るよう求めてまいりました。 

 

○ また，ＩＴ分野は技術革新が目覚ましく，日々進化している中で，本市の情報化

を効果的かつ効率的に推進していくため，職員のＩＴに関する専門知識と委託先を

管理・監督する能力を備えるための人材育成に努めるとともに，民間事業者の有す

る専門知識を積極的に活用するため，専門的な業務の一部を外部に委託してまいり

ました。 

 

○ 引き続き，個人情報保護の徹底を図るとともに，情報化の更なる推進のため，民

間事業者の活用，職員の人材育成に努めてまいります。 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３１５ 

要  望  内  容 回     答 

 

３１５ 指定管理者制度の適用を行わないこと。現在，

同制度によって運用している事業については，公共

性・安全性の確保，労働法遵守など行政水準の後退を

まねかないよう予算措置を含め，公的責任を果たすこ

と。 

 

○ 指定管理者制度の導入に当たっては，「最も効率的な方法によって高品質で満足

度の高い市民サービスを安定的に供給する」という市政の基本的な目的に照らし

て，単に経済性や効率性のみならず，市民サービスの向上や行政責任の確保など多

角的な観点から検討を行うこととしております。今後とも，指定管理者制度の対象

となる施設については，積極的に同制度の導入に向けた検討を行ってまいります。 

  なお，同制度導入済みの施設については，「京都市公の施設の指定管理者制度運

用基本指針」に沿って適切に運用すること等により，公的責任を果たしているもの

と考えます。 

 

（経過・これまでの取組等） 

 「京都市公の施設の指定管理者制度運用基本指針」において，次のように定めてい

ます。 

 ・制度の運用に当たっては，経済性や効率性のみならず，市民サービスの向上や行

政責任の確保など多角的な観点から検討を行う。 

 ・指定管理者の選定に当たっては，施設の利用に関し不当な差別的取扱いが行われ

るおそれがないこと等の基準に沿って審査する。 

 ・指定管理者からの定期的な報告の聴取，運営改善の指導など，常に適正な管理運

営を図るための点検，指導を行う。 

 ・施設の管理運営に関し，法令違反となる行為があったときには，指定管理者は速

やかに所管局等の長へ報告を行う。 

 ・過去２年間の重大な事故及び不祥事の有無や対応等のコンプライアンスの取組を

審査項目としている。 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３１６ 

要  望  内  容 回     答 

 

３１６ 技能労務職員の５０％削減，およびごみ収集業

務の７０％民間委託化方針を撤回し，直営を堅持する

こと。 

 

○ 環境政策局の技能労務職員やごみ収集業務については，これまでから，「信頼回

復と再生のための抜本改革大綱」に「技能労務職員の５０％削減の段階的実施」及

び「ごみ収集業務の５０％委託化の計画的実施」を掲げ，取組を進めてきたところ

です。 

 

○ ごみ収集業務については，学識経験者等による「ごみ収集業務の在り方検討会

議」における意見や市民意見，市会での議論を踏まえ，平成２６年９月に「ごみ収

集処理業務の更なる改革策」を策定しました。「技能労務職員の５０％削減の段階

的実施」及び「ごみ収集業務の５０％委託化の計画的実施」については達成する見

込みであり，今後は，改革策に基づき，ごみ収集業務の７０％民間委託化をはじ

め，徹底した行財政改革に取り組みながら，燃やすごみの完全午前収集など，市民

サービスの向上や一層のごみ減量，リサイクルを推進してまいります。 

 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３１７ 

要  望  内  容 回     答 

 

３１７ 債権管理条例（仮称）の制定を行わないこと。 

 

○ 債権管理条例については，債権管理の適正化及び債権回収を本市全体としてより

一層推進していくために，検討を行っているところです。 

  今後，「京都市債権管理及び回収に関する基本指針」（平成２４年７月策定）の

取組状況や他都市の条例の運用状況等を踏まえ，更に検討を進めてまいります。 

 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３１８ 

要  望  内  容 回     答 

 

３１８ 「資産有効活用」の名による市保有地の民間へ

の売却はやめ，住民の声を聞き，住民のために活用す

ること。 

 

○ 市有地の有効活用に当たっては，平成２４年６月に策定した「京都市資産有効活

用基本方針（以下「基本方針」という。）」に基づき取組を推進しているところで

す。 

  「基本方針」においては，市が主体となる事業のほか，貸付・売却により，他の

公的機関や民間を主体とする事業を含めて検討し，公共性・公益性を重視した政策

的な活用を図るとともに，十分な活用が見込めない市有地については，財源確保と

いう観点からも，積極的に売却を進め，社会全体で有効に活用することとしていま

す。 

  今後も，この「基本方針」の考え方を市民の皆様に丁寧に説明していきながら，

市有地の有効活用を積極的に進めてまいります。     



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３１９ 

要  望  内  容 回     答 

 

３１９ 全国でも本市でも急増する「防犯カメラ」につ

いては，厳密な運用・設置基準を設け，データの流

出，プライバシーの侵害がおきないようにすること。 

・管理者に対して，プライバシー権，肖像権などの，知

識・認識を正しく得られるよう，周知徹底の機会を充

分に設けること 

・設置場所において，録画の有無，録画の目的，設置

者，連絡先を明示させること。 

 

○ 本市では，平成２４年度から自治連合会，町内会などの地域団体に対し，街頭防

犯カメラの導入経費の一部を補助する「街頭防犯カメラ設置促進補助事業」を実施

しています。 

 

○ 補助に当たっては，個別に，各団体に対し，防犯カメラの適正管理，画像の利

用，提供の制限，管理・運用規程の策定，設置場所における名称・連絡先の明示等

を定めた「京都府防犯カメラの管理・運用に関するガイドライン」に基づく運用を

求めるなど，丁寧な指導に努めております。 

 

○ 今後も引き続き，街頭防犯カメラの設置者や管理者に対し，ガイドラインに沿っ

た適正な管理・運用を実施するよう周知徹底を図り，「世界一安心安全・おもてな

しのまち京都 市民ぐるみ推進運動」の取組の中で，防犯カメラ設置促進補助事業

を継続・充実させてまいります。 

 

（平成２６年度２月補正予算額） 

 ・世界一安心安全・おもてなしのまち京都 市民ぐるみ推進運動 

                          ８４，０００千円【新規】 

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成２４年２月 街頭防犯カメラ設置促進モデル事業補助を実施（４学区に補助） 

      ７月 街頭防犯カメラ設置促進補助事業の創設 

 平成２６年７月 「世界一安心安全・おもてなしのまち京都 市民ぐるみ推進運 

         動」協定締結 

 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３２０ 

要  望  内  容 回     答 

 

３２０ 同和をはじめとした団体や個人への特別扱いを

一切やめること。一般行政に徹すること。 

 

○ 同和行政については，総点検委員会の報告を踏まえ，自立促進援助金制度の廃止

やコミュニティセンター施設の転用など，あらゆる特別扱いを排して，改革を推し

進めてきました。 

 

○ 今後についても，市民の理解と共感を得て，全ての人の人権が尊重される社会の

構築に向け，取組を推進してまいります。 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３２１ 

要  望  内  容 回     答 

 

３２１ 「差別事象に係る対応についてのガイドライ

ン」は直ちに廃止すること。 

 

○ 「差別事象に係る対応についてのガイドライン」は，「同和問題に係わる差別事

象の処理に関する要綱」の廃止の経過を踏まえ，局区等が人権課題全般にわたって

適切な対応を図るうえで基本的な考え方を示すものとして必要なものと考えており

ます。 

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成２２年３月 「同和問題に係わる差別事象の処理に関する要綱」の廃止 

      ５月 「差別事象に係る対応についてのガイドライン」の制定 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３２２ 

要  望  内  容 回     答 

 

３２２ 行政の主導による市民と市職員・企業への「人

権啓発」や研修の押しつけと参加の強要はやめるこ

と。 

 

○ 様々な人権問題の解決のためには，市民及び企業等社会を構成する一人一人が自

ら人権問題について気付き，考え，行動することによって，人権尊重の気風を醸成

することがより重要となります。 

  こうした理念の下，市民及び企業等が人権について自発的に学習する機会の提供

や，自主的な活動への支援などに努めてまいります。 

 

（平成２７年度予算額） 

 ・人権文化推進計画の推進（市民啓発事業） ４０，５０６千円 

 ・人権文化推進計画の推進（企業啓発事業）  ３，９７０千円 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３２３ 

要  望  内  容 回     答 

 

３２３ 消費者行政の推進にあたっては，以下の点に取

り組むこと。 

・市消費者教育推進計画の策定にあたっては，関係者や

市民の意見が反映されたものにすること。 

 

 

・消費生活センターの相談件数に見合う相談体制を強化

すること。相談員の処遇を改善すること。ワンストッ

プの対応ができるようにすること。 

 

 

 

○ 「消費者教育推進計画（仮称）」の策定に当たりましては，京都市消費生活審議

会での御意見や，現在実施中のパブリックコメントでの市民の御意見を適切に反映

してまいります。 

 

○ 消費生活総合センターにおける相談体制については，平成２３年度に相談員を１

名増員し，相談時間の延長等を図るなど，市民の相談機会の拡充を実施してまいり

ました。 

  相談員の処遇については，複雑・高度化する相談内容に適切に対応できるよう，

研修への参加を積極的に行い，資質向上を図るなど，引き続き，相談員への支援強

化に努めてまいります。 

  また，消費生活総合センターでは，消費生活相談のほか，無料法律相談，交通事

故相談等，様々な相談事業を実施しております。今後も，それぞれの相談事業で連

携を図りながら，より多くの相談にワンストップで対応できるよう努めてまいりま

す。 

 

（平成２７年度予算額） 

 ・消費者相談   ５，９９８千円 

 ・多重債務相談    ６５０千円 

 ・相談事業   ３２，９９５千円 

 ・消費者啓発   ４，７７６千円 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３２４ 

要  望  内  容 回     答 

 

３２４ 高齢者の消費者被害を未然に防止するために啓

発や見守り活動等の対策を強化すること。 

 

○ 高齢者からの相談を受けるに当たっては，判断能力の低下等により，自主交渉が

困難な場合が多いことから,事業者とのあっせん交渉を積極的に行うなど，特にき

め細やかに対応して問題解決を図っております。 

 

○ 一方，高齢者の消費者被害を未然に防ぐため，広報物を活用した啓発や講座・教

室等を開催するなど，高齢者自身あるいは高齢者を見守る立場にある方への啓発を

積極的に行うことにより，消費者被害の未然防止に努めております。 

 

○ 今後も引き続き，新たな手口にも十分注意しながら，高齢者への啓発を強化して

いくとともに，市民ボランティアや関係機関・関係団体と連携し，消費者被害に関

する注意喚起等の情報が行き渡るよう，努めてまいります。 

 

（平成２７年度予算額） 

 ・消費者相談 ５，９９８千円 

 ・消費者啓発 ４，７７６千円 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３２５ 

要  望  内  容 回     答 

 

３２５ 多重債務問題に対する情報提供・相談体制を充

実すること。そのための庁内関係部署との連携を強め

解決を図ること。 

 

○ 本市においては，これまでから，多重債務専用ダイヤルの開設等により多重債務

相談体制の強化を図るとともに，弁護士会への委託による多重債務特別相談窓口の

開設等の取組を進めることにより，相談機会の拡充を図ってまいりました。 

 

○ 近年，多重債務相談については，貸金業法の改正における過剰貸付を抑制するた

めの総量規制の導入や多重債務問題に対する本市における取組などにより，状況に

一定の改善が見られ，平成２５年度の本市における相談件数は，平成２４年度の６

割程度となっており，年々減少しております。 

 

○ しかしながら，依然として多重債務問題でお困りの消費者がおられることから，

このような方々への対処は重要です。 

  今後も，相談に応じられる専門体制を継続させていくとともに，庁内関係部署と

も連携し，相談窓口の周知をはじめ，契約時の注意点などについての消費者教育に

取り組んでまいります。 

 

（平成２７年度予算額） 

 ・多重債務相談 ６５０千円  

 

（経過・これまでの取組等） 

 平成１９年１０月 庁内に「多重債務問題対策専門委員会」を設置 

          「京都府多重債務問題関係機関対策協議会」に参画 

      １２月 多重債務相談専用ダイヤル（２５６－３１６０）を開設 

 平成２０年 ４月 京都弁護士会への委託により多重債務特別相談窓口を開設 

 平成２２年 ６月 改正貸金業法の完全施行日に合わせ，府内各地で弁護士や司法 

          書士による多重債務法律相談会を実施 

       ９月 多重債務特別相談とこころの健康相談を同一会場で実施（第２ 

          ・第４水曜日） 

 平成２３年 ５月 多重債務相談専用ダイヤル（２５６－３１６０）の相談受付時 

          間を延長 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３２６ 

要  望  内  容 回     答 

 

３２６ 「きょうと男女共同参画推進プラン」について

は，以下の取り組みを強化すること。 

・女性の働く権利を守り，働きやすい環境を整備するこ

と。 

・広範な女性団体や市民の意見を反映させること。 

・市職員の管理職，審議会委員の女性の登用率を高める

こと 

 

○ 平成２３年３月に策定した「第４次男女共同参画計画きょうと男女共同参画推進

プラン」に基づき，引き続き，働く男女が性別による不利益な取扱いを受けること

なく，共に能力を発揮して，安心して働き続けられる環境づくりに取り組んでまい

ります。 

 

○ 平成２４年３月に策定した「真のワーク・ライフ・バランス」推進計画に基づ

き，平成２４年度からは，京都市「真のワーク・ライフ・バランス」推進企業支援

補助金制度による中小企業への支援や，「真のワーク・ライフ・バランス」の推進

に意欲的に取り組む企業への表彰を実施しています。そのほかにも，職場における

男女共同参画の取組を促進するために専門家を派遣する，きょうと男女共同参画推

進アドバイザー派遣事業など，職場環境の整備に向けた取組を進めています。 

 

○ 「第４次男女共同参画計画きょうと男女共同参画推進プラン」の策定に際して

は，素案の段階で，広く市民・関係団体に意見募集を行い，その内容を同プランに

反映しております。また，平成２７年度に予定しております同計画の中間見直しに

おいても，広く市民や女性団体等からの意見を募集し，反映に努めてまいります。 

 

○ 女性職員の登用については，平成２６年４月１日時点の係長級以上の職員全体に

占める女性の割合が２０．９％となり，平成２１年３月に策定した「人材活性化プ

ラン」に掲げた目標値２０％を達成しました。また，平成２５年３月に策定した

「職員力・組織力向上プラン」において「管理職への積極的な女性の登用」を掲げ

ており，平成２６年４月の定期異動では，局のトップ（産業観光局長）に初めて女

性職員を起用したほか，管理職（課長級以上）に占める女性の比率が１５．７％，

事務職における女性の部長級昇任者が５名と，いずれも過去最高の実績となってお

ります。 

  今後も引き続き，女性の持てる能力をより一層引き出し，市政の隅々にまで女性

の視点が行きわたるよう，積極的に取組を進めてまいります。 

 

（次ページに続く） 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３２６ 

要  望  内  容 回     答 

○ 審議会委員の女性の登用については，「第４次京都市男女共同参画推進計画」に

おいて，「女性委員の登用率が３５％を超える審議会の割合を５０％以上にする」

という目標を掲げ，女性委員の登用に努めています。 

  今後，本市における意思決定の場への男女の均等な参加の促進が図れるよう，女

性委員のいない附属機関等の解消や女性委員の登用率向上に取り組んでまいりま

す。 

 

（経過・これまでの取組等） 

平成２６年３月３１日現在 女性委員の登用率が３５％を超える審議会の割合 

                           ４８．９％ 

      ４月 １日現在 女性役付職員の比率     ２０．９％ 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３２７ 

要  望  内  容 回     答 

 

３２７ 所得税法５６条の廃止を国に求めること。 

 

○ 所得税法第５６条において，家族従事者の給料収入は必要経費として認められて

いませんが，例外として，同法第５７条において，青色申告を行った場合は必要経

費に算入することが認められています。青色申告を行うことにより，正確な記帳，

記録に基づく家計と事業の分離が確保され，事業経営に資するものと考えていま

す。 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３２８ 

要  望  内  容 回     答 

 

３２８ ＤＶ相談支援センターの相談の増加にみあう体

制や支援の拡充を行うこと。民間シェルターへの補助

の拡充，公的シェルターの設置などを行うこと。被害

者の自立へ継続的支援を行うこと。 

 

○ 京都市ＤＶ相談支援センターにおいては，平成２４年度に非常勤嘱託員を１名増

員し，相談体制の充実を図りました。今後も相談件数の増加等の推移を見ながら，

必要に応じて，体制や支援の拡充について適切に対応してまいります。 

 

○ 民間シェルターへの補助の拡充につきましては，平成２３年度に民間シェルター

への家賃補助を２室から３室に拡充し，緊急時の安全確保に係る援助制度を新設し

たことに加え，平成２４年度からは，警察や一時保護機能を持つ京都府家庭支援総

合センター等との会議を定例化するなど，連携強化に取り組んでまいりました。 

  今後も，引き続き適切な安全確保の実施に努めてまいります。 

 

○ 被害者の自立へ向けた継続的支援につきましては，京都市ＤＶ相談支援センター

において，初期の相談から行政手続等への同行支援や，平成２４年度に開始したＤ

Ｖ被害者の居場所づくり事業などの自立生活に向けた支援まで，被害者に寄り添っ

た継続的な支援に重点的に取り組んでおり，今後も引き続き実施してまいります。 

 

（平成２７年度予算額） 

 ・ＤＶ相談支援センターの運営及びＤＶ被害者支援事業  ５４，２６１千円 

  

（経過・これまでの取組等） 

 平成１７年 ４月 京都市民間緊急一時保護施設（民間シェルター）補助金の支給シ 

          ェルターを運営する民間団体に対し，家賃に要する費用を助成 

 平成２３年１０月 京都市ＤＶ相談支援センター開所 

          京都市配偶者等からの暴力被害者緊急一時避難支援事業※の開始 

          ※ ＤＶ被害者の緊急時における安全の確保を行った場合に， 

           シェルター等を運営する団体に対し，生活諸費相当額を支給 

 平成２４年 ４月 ＤＶ相談支援センターの非常勤嘱託職員を１名増員 

 平成２５年 ４月 男性のためのＤＶ電話相談窓口を開設 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３２９ 

要  望  内  容 回     答 

 

３２９ 外国籍市民の地方参政権をただちに実現するよ

う国に強く求めること。 

 

○ 本市は，多文化共生社会の実現を目指しており，外国籍市民の市政参加は重要な

課題と考えていますが，永住外国人への地方参政権付与については，国において判

断されるべきものと考えております。 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３３０ 

要  望  内  容 回     答 

 

３３０ 京都市過疎地域自立促進計画は，住民本位で策

定すること。 

 

○ 京北地域については，合併から１０年を一つの契機として，今後の京北地域につ

いて全庁挙げて改めて調査，検討及び企画し，新たな発想やアイデアを盛り込んだ

活性化のビジョンを策定するため，庁内に「京北地域活性化企画本部」を設置し，

検討等を行っております。 

 

○ 活性化のビジョンについては，単に京北地域の過疎化を食い止めることのみなら

ず，京北地域を核とした北部山間地域全体の活性化に資することを目指すととも

に，定住促進に向けて，子育て・教育環境，雇用，住まいの３本柱に力点を置いて

検討等を行っております。 

 

○ また，検討に当たっては，本市の厳しい財政状況を踏まえると同時に，外部有識

者の発想・アイデアの取込みを行う「京北未来創造研究会」を適宜開催するほか，

京北地域の多様な住民の方々，例えば京北地域の６支部の住民をはじめ，京北地域

の活性化のために地域の方がボランティアで営業部長をしていただいているＫＫＢ

４８，消防団員などによるワークショップや「京北まちづくりカフェ」を実施し，

地域ニーズを徹底して汲み上げ，当該取組を通じて地域の気運の盛り上げを図って

まいります。 

 

○ さらに，このビジョンを踏まえ，平成２７年度には，新たな京都市過疎地域自立

促進計画（案）を作成し，パブリックコメントを経て，地元住民の意向も踏まえた

実効性のある計画として策定する予定です。 

 

（平成２６年度２月補正予算額） 

 ・京北地域活性化のビジョンの推進 １０，０００千円【新規】 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３３１ 

要  望  内  容 回     答 

 

３３１ 意見表明権など子どもの権利や発達を保障する

「子どもの権利条例（仮称）」を制定すること。国連

子どもの権利条約の視点ですべての行政施策の点検を

行うこと。 

 

○ 子どもの権利条約では，公的・私的を問わず，児童に関する全ての措置をとるに

当たっては，子どもの最善の利益が主として考慮されることを求めております。 

 

○ 本市におきましては，こうした条約の考え方も踏まえ，子どもの最善の利益の観

点から，子どもたちのために，大人として何をすべきか，市民共通の行動規範と

として「子どもを共に育む京都市民憲章」を制定するとともに，平成２３年４月

には，「子どもを共に育む京都市民憲章の実践の推進に関する条例」を制定し，

憲章の理念が浸透し，家庭，地域，学校，企業等，社会のあらゆる場で実践行動

が広がるよう，取組を進めているところです。 

 

○ また，本市の子育て支援の新たな総合計画である「京都市未来こどもはぐくみプ

ラン」（計画期間：平成２７年度から平成３１年度まで）の策定に当たっても，は

ぐくみ憲章の理念の下，「子どもを社会の宝として，子どもの最善の利益を追求す

るまち」を「目指すまちのすがた」の一つ掲げ，子ども・子育て支援に関するあら

ゆる施策に欠かすことのできない共通の視点として，検討を行ったところです。 

 

○ 今後においても，「京都市子ども・子育て会議」において，「京都市未来こども

はぐくみプラン」の取組状況の評価・点検を行い，プランに掲げる施策を推進して

まいります。 

 

（平成２７年度予算額） 

 ・子どもを共に育む京都市民憲章の実践の推進に関する条例の推進 

                              ６，０００千円 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３３２ 

要  望  内  容 回     答 

 

３３２ 被爆者援護と平和行政の具体化と推進を図るこ

と。 

・広島，長崎への修学旅行の実施や被爆体験を聞くこと

など，平和の学習を強めること。 

 

 

 

 

・高齢化が進む被爆者に対する実態調査を行い，被爆者

援護施策を強化すること。 

 

 

・被爆２世，３世の医療費補助を創設すること。 

 

 

 

・国に対して，原爆症認定訴訟判決をふまえて，原爆症

認定基準を早急に見直すよう強く求めること。 

 

 

・平和首長会議がすすめる「２０２０ビジョン」の早期

達成，核兵器禁止条約の交渉開始を他の自治体と協力

して日本政府を始め各国政府に働きかけること。原爆

展の毎年開催など独自の取り組みを行うこと。市民が

取り組む原爆展を積極的に後援し，公共施設を使える

ようにすること。 

 

 

 

 

 

 

○ 本市立学校においては，学習指導要領を踏まえ，社会科，道徳の時間等を通じた

教育活動をはじめ，広島・長崎・沖縄などへの修学旅行においても被爆体験も含む

戦争体験講話の聴講や，京都市図書館での平和関連図書コーナーの設置など，これ

までから平和学習に取り組んでおり，今後も同様の取組の充実に努めてまいりま

す。 

 

○ 被爆者に対する実態調査については，各保健センターで実施している健康診断等 

 により被爆者の方々の健康状態については一定把握していますが，今後とも被爆者 

 の方々の健康状態の把握に努めてまいります。 

 

○ 被爆者の援護施策については，国の責務であり，都道府県が行うべき業務となっ 

 ており，被爆者の子や孫である被爆２世，３世への援護についても国において検討 

 されるべきものと考えております。 

  

○ 原爆症認定基準の見直しについては，現在，被爆者や専門家で組織される厚生労

働省の検討会により，議論が行われているところです。本市としては，今後とも国

の動きを注視してまいります。 

 

○ 本市においては，２０２０年までの核兵器廃絶の実現に向けた「ヒロシマ・ナガ

サキ議定書」に賛同する旨の国際署名や，「北東アジア非核兵器地帯化を支持する

声明」に賛同する旨の国際署名を行うなど，平和首長会議と共に，核廃絶を求める 

声を国際社会に伝えるための取組を行ってきたところです。 

 

○ また，本市独自に，「平和祈念事業」や平和首長会議が作成した「ヒロシマ・ナ 

ガサキ被爆の実相等に関するポスター展」の開催など，平和に関する様々な取組を 

実施してきたところであり，今後とも取組を進めてまいります。 

（次ページに続く） 



平 成 ２ ７ 年 度 予 算 要 望 に 対 す る 回 答 ＮＯ． ３３２ 

要  望  内  容 回     答 

・本市の被爆者団体への補助金をただちに元に戻すこ

と。語り部や相談活動への支援などを拡充すること。 

○ 被爆者団体への被爆者援護事業補助金については，語り部や相談活動等の各種事

業を援助する目的で交付しておりますが，この補助金の削減については，平成１０

年からの市政改革行動計画における全市的な補助金の見直しを踏まえたものであ

り，本市の厳しい財政状況から，回復又は拡充することは極めて困難です。 

 

（平成２７年度予算額） 

 ・被爆者援護事業補助金 ４００千円 


